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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 1 1 100.0% 令和２年度 3 3 100.0%

令和３年度 1 1 100.0% 令和３年度 3 3 100.0%

令和４年度 1 － － 令和４年度 3 － －

芝地区総合支所　管理課

 １ 事業名 芝 ｄｅ Ｍｅｅｔ Ｔｈｅ Ａｒｔ ～アートに親しむまち、芝～  １０ 事業費の状況

まちにアートとふれあうことができる空間を創出し、地域の魅力として発信することで、多様な人が共生
し、活動することができる心豊かな地域づくりを推進します。また、次世代の社会の担い手となる地域の
子どもを対象としたアート体験等の機会を提供することにより、社会参加意識や地域への愛着を醸成して
いきます。

令和２年度 3,000 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 3,000 0 2,742 91.4%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

3,000 2,697

0 3,000

－ － －

平成27年度から地域事業として実施しており、現事業計画は、令和元年度の芝地区区民参画組織・芝会議
「地区版計画推進部会」からの３つの提言、『芝地区の市民文化としてアートを定着させる』、『多くの
人々が関わることができる取組の検討』及び『作品が多くの人の目に触れるような情報提供の推進』をも
とに事業化したものです。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 3,000 － －

その他

令和２年度 0.0% 0 0 0 3,000

令和３年度 0.0% 0 0 0 3,000

令和４年度 0.0% 0 0 0 3,000

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

ワークショップ実施
　今年度、次期地区版計画の改定に向けた区民参画組織からのヒアリングにおいて、「事業費は適正か」との
意見も出ており、費用対効果の観点から業務委託契約の内容を精査します。具体的には、オンライン開催に係
る企画内容、使用機材などを精査し、事業費を削減します。
　
トランスボックスアート事業
　トランスボックスに公共目的の掲出物を設置する委託事業は、区においては他に、みなとタバコルールや六本木安全
安心憲章の施策を周知啓発する手法として活用されています。
　これら事業と同様に、委託事業費軽減のため、広告料収入により委託経費負担を代替するスキームを研究しました
が、そもそも本事業は一般的な施策の啓発活動とは異なり、障害者の作品のアート性と、発表の場として主眼を置いて
いることから、表彰作品を広告と併置した形で設置・展示することは制作者及び関係者に対する十分な配慮が必要と
なります。また、広告料収入を得るスキーム自体、東京都広告審議会の審議・了承が必要な段階となっており、現時点
では、経費縮小に向けた効果的手法はありません。 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

オンラインによるワークショップの開催に関する企画内容や使用機材などを精査し、実施内容の効率化を図る
ことで費用の削減が見込めるため、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画 芝地区版計画書

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
アートを設置したトランスボックス（基）

ワークショップ実施
　①芝地区の子どもを対象とした、アートとふれあうワークショップを実施。
　②業務委託（企画及び運営支援）により実施。

トランスボックスアート事業
　①芝地区の地上トランスボックスに、障害者週間記念事業で区長表彰された作品を設置。
　②業務委託（作品設置、作品を設置済みのトランスボックスの点検清掃）により実施。

指標１
アート体験イベント（回数）

 ３ 政策名 （９） 参画と協働により地域を支える多様なコミュニティをつくる

 ４ 施策名 ３　様々な媒体を活用した地域活動情報の共有によるコミュニティの活性化 89.9%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ３　地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 3 3 100.0% 令和２年度 90 120 133.3%

令和３年度 3 3 100.0% 令和３年度 250 160 64.0%

令和４年度 3 － － 令和４年度 250 － －

 ３ 政策名 （４）　自助・共助・公助により災害に強い都心づくりを進める

 ４ 施策名 ４　地域の防災力の向上 90.6%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 １　都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
セミナー参加者数

芝地区内の事業所等における防災意識及び地域防災力の向上を図ることを目的とし、芝地区管内の中小事
業者を対象とするオンライン防災セミナー（講演・演習）を実施しています。テレワークの普及、働き方
の変化に対応したBCPの策定につながるセミナー内容とし、テレワークを導入している事業者等にも広く
PRしています。防災セミナー実施後のBCP策定状況等について、セミナー参加者を対象に追跡調査、フォ
ローアップを行っています。

指標１
セミナー実施回数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業のうち、セミナー受講者を対象としたフォローアップについては、今後も引き続き周知をしてまいりま
すが、事業改善、費用対効果の観点から、契約手法の見直しを行い、より効率的な形で事業の実施を目指すこ
とから、本事業は「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画 芝地区版計画書

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

4,114 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

事業者が多い芝地区においては、ＢＣＰの策定・見直しに係る防災セミナーの需要は高く、参加者数も令和２
年度から令和３年度にかけて増加しています。しかし、受講者を対象とした年度末までのフォローアップの利
用者は約２割にとどまっています。
引き続きフォローアップに関する周知を事業者に対して実施していきますが、今後は業務委託契約の内容を精
査（契約実態に即した仕様書の変更）することで見直しを行います。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 100.0% 4,103 0 0 0

令和３年度 100.0% 3,700 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

「自助」「共助」「公助」の防災の基本理念に基づき、区、区民、事業者それぞれが役割を果たした災害
対策を推進するため、昼間人口が多い芝地区では、特に事業者が果たす役割について様々な機会を捉えて
啓発していくことが必要です。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 4,114 － －

60 3,667 97.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

4,103 3,718

0 3,760

芝地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 芝地区防災力向上プロジェクト  １０ 事業費の状況

建物の耐震化や従業員用の備蓄、震災時における一斉帰宅の抑制、BCP（事業継続計画）の策定等、事業
者による「自助」・「共助」の災害対策を支援します。

令和２年度 4,103 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 3,700
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 20 18 90.0% 令和２年度 1 1 100.0%

令和３年度 20 14 70.0% 令和３年度 7 7 100.0%

令和４年度 20 － － 令和４年度 1 － －

 ３ 政策名 （９） 参画と協働により地域を支える多様なコミュニティをつくる

 ４ 施策名 ３　様々な媒体を活用した地域活動情報の共有によるコミュニティの活性化 100.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ３　地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

講座当日の進行をファシリテーターの活用から区職員自らの運営に切り替えることで、職員の地域課題に対す
る意識向上や区民との更なる信頼関係の構築が期待され、また、業務委託のうち、人件費の削減にもつながる
ことから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画・麻布地区版計画書

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
参加者と修了生との交流（回）

実施概要：全7日間の少人数制プログラムの中でワークショップやフィールドワークを通じて、地域の活
性化に取り組むアイデアの創出・発表・実証イベントを実施します。
対象：麻布のまちの活性化やコミュニティデザインに興味・関心のある方、地域活動に参加したい方
開催日程：9月～12月の間に全7回
定員：20名程度
参加費：無料

指標１
講座参加人数

7,997

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

縮小内容：全7日間のプログラムの講座当日の進行役を職員が担うとともに、講座の外部講師、サポーターの
人員を削減します。

縮小理由：これまで、講座当日の進行は委託事業者が担ってきましたが、事業開始から8年目を迎え、職員の
ノウハウが蓄積されてきたことから、これを職員が担うことで、区民との協働事業であることを明確にすると
ともに、職員の育成につなげていきます。

その他：委託事業者は職員の進行補佐を担うこととします。また、これまでの講座では、地方で活動している
地域活動の担い手の方に外部サポーターを依頼していましたが、より、地域に根差した取組となるよう、地元
の商店街や町会など実際に、地元で地域活動をしている住民の方々に外部サポーターを依頼します。

 ８ 事業実績・指標

0 0 0

その他

令和２年度 0.0% 0 0 0 7,425

令和３年度 0.0% 0 0 0 8,000

令和４年度 0.0%

－ － －

背景：麻布地区の町会・自治会の会員数は、近年ほぼ横ばいで推移し、新たな地域活動の担い手が不足し
ています。また、町会・自治会活動を支えている役員等の高齢化も進んでいる状況です。

経緯：地域活動の担い手不足を解消するため、地域活動に携わる人財を発掘・育成するとともに、新たな
住民が地域コミュニティへの関心を深められるよう、交流機会を創出し、地域活動への参加を促進する事
業として平成27年度から開始しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 7,997 － －

7,997 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

7,425 7,425

0 8,000

麻布地区は「誰もが主役になれる参画と協働のまち」を将来像に掲げており、その核となる地域活動の担
い手の発掘、育成、活用を事業目的とする「ミナヨク」を地域事業と位置づけ、地域課題の解決に取り組
んでいます。地域に愛着を持って地域活動を行う「地域サポーター」として活躍できる人財を発掘・育成
し、新しい地域の繋がりを構築していくことを目的とした事業です。

令和２年度 7,425 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 8,000 0

麻布地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 麻布地区みんなでまちをよくする「ミナヨク」  １０ 事業費の状況

所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 2 0 0.0% 令和２年度 3 0 0.0%

令和３年度 2 0 0.0% 令和３年度 3 0 0.0%

令和４年度 2 － － 令和４年度 3 － －

麻布地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 麻布地区地域間子ども交流  １０ 事業費の状況

他自治体との交流を通じてお互いの地域の魅力や歴史を知る機会を創出するとともに、豊かな自然を体験
する機会を設け、児童の健全な育成を促すことを目的とした事業です。

令和２年度 3,482 0 -3,482

 ５ 事業説明文 令和３年度 4,178 0 0 －

補正予算 予算現額 決算額 執行率

0 0

-4,178 0

－ － －

背景：就労環境や生活形態が多様化するなか、子どもの健全な発育に向け、都心では体験できない自然と
のふれあいや地域の人々の交流機会を創出していく必要があります。

経緯：山形県舟形町とは東麻布商店会や近隣の町会・自治会をはじめとする地域の方との長い友好交流関
係により、平成27年度から交流を開始しました。
　　　埼玉県小鹿野町とは麻布十番商店街とのゆかりから、地域間交流が始まり、平成30年度から連携事
業を実施し、交流を深めています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 4,376 － －

その他

令和２年度 0.0% 0 0 0 3,482

令和３年度 0.0% 0 0 0 4,178

令和４年度 0.0% 0 0 0 4,376

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

縮小内容：交流先自治体との交流記念品の内容を精査し、経費を削減します。

縮小理由：事業参加の向上や参加者の交流先自治体への関心を高めるため、交流の記念として記念品を作成し
ていますが、今後、参加者自らが記念となるものを作成するプログラムを構築することで、交流先自治体への
関心を深めます。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

参加者に対しての記念品配付に変えて、参加者が自ら記念品を作成する取組とすることは、子どもたちに自然
や農業、伝統文化など普段の生活では味わえない体験ができる機会を設けることでその満足度を高めるととも
に、業務委託のうち、記念品を購入する経費の削減につながることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画・麻布地区版計画書

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
ジオツアー、歌舞伎体験、物産展（小鹿野町）

山形県舟形町：麻布地区サマースクール㏌舟形町
　対象：麻布地区に在住・在学の小中学生と保護者　開催日程：8月2日～8月4日（2泊3日）
　定員：40名（保護者含む）参加費：大人13,000円　子ども10,000円

埼玉県小鹿野町：ジオツアーin小鹿野町
　対象：麻布地区に在住・在学の小中学生と保護者　開催日程：1月～2月（日帰り）
　定員：40名（保護者含む）　参加費：1,000円

　日本伝統文化交流イベント（小鹿野歌舞伎体験）麻布地区在住者、3月開催、20名程度、無料

指標１
サマースクール、物産展（舟形町）

 ３ 政策名 （９） 参画と協働により地域を支える多様なコミュニティをつくる

 ４ 施策名 ５　コミュニティ活動の機会の充実 －

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ３　地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 3 1 33.3% 令和２年度 9 1 11.1%

令和３年度 4 2 50.0% 令和３年度 9 2 22.2%

令和４年度 4 － － 令和４年度 9 － －

 ３ 政策名 （４）　自助・共助・公助により災害に強い都心づくりを進める

 ４ 施策名 ４　地域の防災力の向上 42.9%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 １　都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
防災訓練及び防災講座実施回数

赤坂・青山には「赤坂地区防災ネットワーク」と「青山地区防災協議会」の２団体が組織されており、両
協議会とも主に小・中学校を１ブロックと位置付けて活動しています。各ブロックでは、地域住民が主体
となって避難所を運営するためのマニュアルづくりや、マニュアルに基づいた避難所運営訓練を実施して
います。

指標１
知識普及・啓発のためのイベント等実施回数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

より多くの方に防災知識の普及啓発をするため、防災訓練等に参加する際に配布している普及啓発品の単価を
見直すことで、事業の効率化を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

東京都震災対策条例、港区防災対策基本条例、地域防災協議会の支援に関する要綱 、防災住民組織の育
成に関する要綱、港区防災アドバイザー派遣要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

1,028 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

啓発品の単価については、各地区総合支所と足並みをそろえ見直すことで経費を削減します。
なお、地域が主体となって実施するイベントも増えてきていることから、アフターコロナを見据え、より多く
の方に啓発できるよう、配布対象者を見直します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 100.0% 1,016 0 0 0

令和３年度 100.0% 481 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

赤坂・青山では、２つの地域防災協議会が組織されており、地域住民が主体となって定期的に訓練を実施
しています。区民、事業者、行政が連携し、地域の防災力の向上を図ることが求められています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 1,028 － －

293 60.9%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

1,016 436

0 481

赤坂地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 赤坂地区地域防災力向上  １０ 事業費の状況

区民の防災知識の向上と防災意識の啓発を図り、地域の自主防災活動を促進するとともに、自助及び共助
の精神に基づく防災行動力の向上を図ります。

令和２年度 1,016 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 481 0
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 120 73 60.8% 令和３年度 6 6 100.0%

令和４年度 120 － － 令和４年度 6 － －

 ３ 政策名 （４）　自助・共助・公助により災害に強い都心づくりを進める

 ４ 施策名 ４　地域の防災力の向上 －

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 １　都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
講座実施回数

地域の防災力の向上に向けた取組を実施します。年間を通じて、次世代の地域を担う子どもたちや子育て
世代、集合住宅住民等のカテゴリー別に防災知識の習得に向けた講座や意見交換を図るワークショップを
実施し、若年層を中心とした防災力の向上を図ります。

指標１
「赤坂・青山みんなで学ぼうさい事業」の延べ参加者数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区内公立小学校の児童に対する講座の周知については、GIGAスクール構想を踏まえ、紙での配布からタブレッ
ト配信に切り替えることで、業務委託のうち、印刷費用の経費削減につながることから、「縮小・一部廃止」
と評価します。

赤坂地区版計画書

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

3,018 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

公立小学校についてはタブレット配信に切り替え、配信による募集の浸透を図ることとし、縮小とします。
なお、私立に通う児童もいるため中高生プラザなどにも周知が必要であり、幼稚園、保育園の年長児も対象と
しているため紙による配布も継続して実施します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 － － － － －

令和３年度 100% 3,262 0 0 0

令和４年度 100%

－ － －

防災の基本理念は「自助」、「共助」、「公助」です。特に発災直後に大きな役割を果たす「自助」、
「共助」を推進するため、個人や家庭、集合住宅、町会・自治会等の防災知識の向上を図ることが必要で
す。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 3,018 － －

2,686 82.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

－ －

0 3,262

赤坂地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 赤坂地区赤坂・青山みんなで学ぼうさい事業  １０ 事業費の状況

地域の防災力向上を目的に、「子育て世代カテゴリー」、「学生・社会人カテゴリー」に分けて防災知識
の習得に向けた講座や意見交換を図るワークショップを実施します。

令和２年度 － － －

 ５ 事業説明文 令和３年度 3,262 0
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 3 1 33.3% 令和２年度 1 0 0.0%

令和３年度 3 1 33.3% 令和３年度 1 0 0.0%

令和４年度 3 － － 令和４年度 1 － －

 ３ 政策名 （15）健やかな子どもの「育ち」を支える環境を整備する

 ４ 施策名 １　子どもの健やかな成長を支援する総合的な施策の推進 99.2%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
連携推進

（1）対象者　①田舎の夏休み体験教室：小学生　②交流活動：中学生 ③連携推進：区職員
（2）実施時期及び体制、利用者負担　①８月及び委託、20千円　②８月　③８月
 (3) 事業内容
①小学生が郡上市を訪れ、郡上の豊かな自然を体験し、自然や生命の大切さを学びます。また、郡上おど
りや郡上本染めなど、郡上の文化や歴史を学ぶとともに、現地小学生との交流を図ります。
②郡上市や和歌山市の中学生が体験学習をするため港区を訪れます。その際に赤坂・青山の中学生が郡上
市や和歌山市の中学生を迎え入れ、それぞれの地域の魅力について学びます。
③自治体規模、政策課題等が大きく異なる郡上市と港区の職員が同じテーマで考え、刺激し合い交流を深
めることで、自治体との交流を深化させるとともに、若手職員の人材育成を図っています。

指標１
田舎の夏休み体験教室および交流活動  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業において実施している「連携推進事業」については、災害時の連携強化など職員交流の目的を一定程度
達成していること、また、本事業における他の取組においても本事業の目的を補完することが可能であり、事
業を効率的に実施することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

商店街友好都市との交流に関する基本協定(平成20年)/災害時相互協力協定(平成26年)

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

0 0 0 4,962

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　子育て家族の孤立化は依然として進んでおり、子どもが育つ環境づくりを充実させることはより重要になっ
てきています。田舎の夏休み体験や交流活動は平成21年度から交流事業を開始し、これまで述べ900名以上の
小・中学生が交流体験をしてまいりました。また連携協定に基づき東日本大震災時には郡上市から飲料水の供
給を受けたほか、令和３年度には大規模断水となった和歌山市へ飲料水を区から供給するなど相互の連携活動
が育まれてきました。本事業は子育て家族からの需要もあり、赤坂・青山の地域資源を活用した子育て環境を
充実させるだけでなく、災害時の連携が育まれるなど相互の活動強化につながっていることから、引き続き実
施します。
　一方で、連携推進事業として、平成30年度から実施してきた郡上市との人材育成活動については、災害時の
連携強化など職員交流の目的をある程度達成していることや、田舎の夏休み体験や交流活動などの事業実施を
通じて、さらなる自治体交流の深化や人材育成を達成できるため一部廃止とします。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 0.1% 6 0 0 4,159

令和３年度 17.3% 857 0 0 4,100

令和４年度 0.0%

－ － －

　核家族化が進み、子育てに関する悩みが複雑化・多様化し、地域での孤立化が進んでいる状況にあるこ
とから、子どもが育つ環境づくりを充実させることが必要となっています。
　赤坂・青山と歴史的な関係が深い郡上市や和歌山市などの全国自治体との連携による地域資源を活用
し、子どもたちが様々な出会いや経験ができる機会を創出しています。子どもたちのさらなる健全育成を
図るため、学校、地域、連携自治体等がともに協力し、充実した交流活動を実施しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 4,962 － －

903 18.2%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

254 252

0 4,957

　全国連携によるお互いのまちの発展と子どもの健全育成のため、岐阜県郡上市、和歌山県和歌山市と子
どもを中心とした交流事業を実施します。

令和２年度 4,165 0 -3,911

 ５ 事業説明文 令和３年度 4,957 0

赤坂地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 赤坂地区子ども地域間交流事業  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 19 4 21.1% 令和２年度 5 5 100.0%

令和３年度 8 6 75.0% 令和３年度 5 5 100.0%

令和４年度 11 － － 令和４年度 5 － －

赤坂地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 赤坂地区赤坂・青山子ども共育事業  １０ 事業費の状況

小・中学生を対象に「驚き、感動、気づき」を与え「自ら考え、行動する」機会を創出するため、住民や
地域団体、地域の企業等との連携・協働により講座を行います。また、地域の子育て力を高めるため、子
どもに関わる地域の企業・団体等のネットワークを構築し、連携を促します。

令和２年度 14,522 0 -4,522

 ５ 事業説明文 令和３年度 6,593 0 4,882 74.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

10,000 8,995

0 6,593

－ － －

　核家族化が進み、子育てに関する悩みが複雑化・多様化し、地域での孤立化が進んでいる状況にあるこ
とから、子どもが育つ環境づくりを充実するとともに、地域との交流の場の提供が必要となっています。
　赤坂・青山には、子ども向け事業に取り組む企業、団体などの人的資源や秩父宮ラグビー場をはじめと
したスポーツ関連の施設、古くから伝わる歴史的・文化的な資源が豊富な地域です。こうした地域資源を
活用し、地域全体で子どもたちを見守り、育てる環境を充実させるため、幅広い世代の人が子どもと関わ
ることができる機会づくりを行います。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 8,180 － －

その他

令和２年度 4.6% 671 0 0 13,851

令和３年度 1.3% 83 0 0 6,510

令和４年度 99.9% 8,170 0 0 10

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　子育て家族の孤立化は依然として進んでいます。子どもが育つ環境づくりを充実することはより重要になっ
てきています。本事業で実施する１１回の講座のうち、３回実施しているスポーツ事業は申込みが定員に達す
ることが多いですが、文化講座は定員の８割程度の申込みとなっています。本事業は子育て家族からの需要も
あり、赤坂・青山の地域資源を活用した地域全体で子どもたちを見守り、育てる環境を充実できることから、
引き続き実施していく必要があります。
　一方で、全１１回実施している講座は、小・中学生へ紙により募集周知を行っています。小・中学校につい
てはデジタル化が進み、タブレットによる配信が可能となっており、紙による募集周知を見直すことが必要で
す。そこで、公立小学校についてはタブレット配信等を活用し、募集の浸透を図ります。また、私立に通う児
童もいるため中高生プラザなどにも周知が必要であり、再周知も含め紙による配布も継続して実施します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区内公立小学校の児童に対する講座の周知については、GIGAスクール構想を踏まえ、紙での配布からタブレッ
ト配信に切り替えることで、業務委託のうち、印刷費用の経費削減につながることから、「縮小・一部廃止」
と評価します。

赤坂地区版計画書

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
共育連絡会

①実施対象者：小・中学生
②実施回数：講座　11回/年（スポーツ事業　３回、文化講座　８回）
　　　　　：連絡会　５回/年
③利用者負担：なし
④実施体制：地域の企業や団体からなる共育連絡会を組織し、年間の活動計画を策定
　　　　　：事務局運営は委託により実施
　　　　　　主な内容は共育連絡会の運営と活動計画の立案、講座の募集や運営・講師の調整ほか

指標１
講座回数

 ３ 政策名 （15）健やかな子どもの「育ち」を支える環境を整備する

 ４ 施策名 ４　子ども・子育て支援に関するネットワークづくりの推進 90.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 200 176 88.0% 令和３年度 6 7 116.7%

令和４年度 300 － － 令和４年度 6 － －

１　都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる

【高輪地域防災支援チームの支援】高輪地区防災ボランティア育成事業の修了生である「高輪地域防災支
援チーム」が平時及び災害時に活躍できるよう地域防災に関する理解を深める事業を実施しています。ま
た、地域における防災の普及・啓発活動を支援しています。
【防災フェスの実施】地域の防災訓練への参加が少ない子育て世代を対象に、広く自助・共助に対する意
識及び知識の向上を図るイベントを実施します。高輪地域防災支援チームが参加者との交流を図ること
で、マンション住民と戸建て住民の防災を通じた交流を図ります。
【事業者向け防災セミナー】高輪地区のまちを構成する一組織として、高輪地区に所在地がある事業者等
を対象に、帰宅困難者対策や地域における役割等を学ぶセミナーを実施します。

指標１
たかなわ防災コミュニティ向上プロジェクトの参加人数

4,999 0

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容

 ８ 事業実績・指標

平成24年度から高輪地区の大学生及び地域住民を対象に災害時ボランティアに必要な防災知識等を習得す
るため実施していた、「高輪地区防災ボランティア育成事業」と平成30年度から自助・共助の取組の推進
と地域防災に関する理解の促進、地域の防災活動の担い手の育成を目的とし在住・在学の小学生及びその
保護者を対象に災害対応力を向上させる講座や体験型プログラムを実施してきた、「たかなわ親子防災教
室」を統合しR3年度から実施しています。

－

 ６ 背景、経緯

 ３ 政策名

４　地域の防災力の向上 ４ 施策名 －

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策

（４）　自助・共助・公助により災害に強い都心づくりを進める

予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課 高輪地区総合支所協働推進課

高輪地区版計画書令和３（2021）年度▶令和８（2026）年度

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
高輪地域防災支援チームの支援回数

これまで外部講師により実施していた講座の一部を区職員自ら講師を務めることで、区民とともに地域課題の
解決を図り、区民との更なる信頼関係の構築を図ることが期待され、業務委託のうち、人件費の削減につなが
ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

令和４年度 4,985 － －

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

【講師について】
　現在、この事業では、高輪地域防災支援チームに対するフォローアップ講座を2回、事業者向けの防災セミ
ナーを1回開催しており、外部講師に講演をお願いしています。
　今後は、事業の効率性及び職員の業務知識の蓄積及び能力育成の観点から、フォローアップ講座の1回を職
員が講師を務めることとし、経費を削減します。
　なお、残りのフォローアップ講座及び防災セミナーについては、高輪地域防災支援チームや事業者が、広い
視野でさまざまな事例に触れ、自身の活動等に生かしていくことも講座及びセミナーの目的としているため、
経験豊富である外部講師に講演をお願いすることとします。
【チラシ・スタンプラリーの作成・印刷について】
　防災フェス用のチラシ作成・印刷、参加者用スタンプラリーの作成・印刷については、業務サポートセン
ターを活用します。

令和２年度 － －

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源

令和４年度 100.0% 4,985

－

令和３年度 100.0% 0 0

0 0 0

－

－ －

4,445

その他国庫支出金 都支出金

88.9%0 4,999

補正予算 予算現額 決算額 執行率

－ －

 １ 事業名 高輪地区たかなわ防災コミュニティ向上プロジェクト  １０ 事業費の状況

自助及び共助の取組の重要性と地域防災に関する理解を深める事業を実施し、災害時に活躍できる地域の
担い手を育成します。地域の防災訓練への参加が少ない子育て世代を対象に、親子で楽しみながら防災の
知識を学べる催し物を開催する等、地域の災害ボランティアが主体となった防災の普及啓発活動を支援し
ます。また、事業者向けに帰宅困難者対策や地域防災に関するセミナーを開催します。

令和２年度 － － －

 ５ 事業説明文 令和３年度 4,999 0

－
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 10 14 140.0% 令和２年度 1 1 100.0%

令和３年度 10 13 130.0% 令和３年度 1 1 100.0%

令和４年度 10 － － 令和４年度 1 － －

高輪地区総合支所　協働推進課　

 １ 事業名 高輪地区町会・自治会潜在力向上プロジェクト  １０ 事業費の状況

町会・自治会の担い手となる区民を育てることを目的として、下記事業内容の３つの取組みを実施してい
ます。

令和２年度 5,240 - -

 ５ 事業説明文 令和３年度 5,000 -1,100 3,839 98.4%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

5,240 5,228

- 3,900

－ － －

本事業は新たな活動の担い手不足の課題への対応や町会に加入しない住民に対する効果的なアプローチ方
法が求められたことがきっかけで始まりました。当初の3年間で町会・自治会の情報発信や加入促進強化
の取組によって支援したところ「会員が増えると、その分だけ仕事も増える」ことや、「団体に所属する
だけでは、活性化しているとは言えない」等新たな課題も見えてきました。そこで平成30年度から、会員
数を増やすだけではなく、担い手を確保するための内容に変更しました。令和3年度からの現行計画の策
定の際は、担い手の確保は継続しつつ、開発等による戸建の減少と集合住宅の割合が増加する町会からの
運営相談やマンション居住者からの地域の情報不足といった指摘及び令和元年度地区版計画書策定に向け
た提言を踏まえ、内容を拡充させ、町会・自治会とマンションとの関係強化を目的とした「プロジェクト
チーム」による活動や、「町会向けの勉強会」を加えて実施しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 4,246 － －

その他

令和２年度 99.9% 5,239 - - 1

令和３年度 100.0% 5,000 - - -

令和４年度 100.0% 4,246 - - -

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

《プロジェクトチーム》及び《町会向け勉強会》については、委託内容を精査し、会議体の運営を区職員で
ファシリテートし、専門的な知識や情報の提供に関する後方支援については業務委託を継続する形で業務の効
率化を図ります。
また、《地域の潤滑油となる講座》の実績集（印刷物）については区の業務サポートセンターを活用します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

プロジェクトチームにおける会議等の場面においてファシリテートを区職員が自ら行い、より密に意見交換す
ることで、区民との更なる信頼関係の構築がされるとともに職員の考える力と区民とともに歩む姿勢を一層成
長させることが期待され、また、業務委託のうち、人件費の削減にもつながることから、「縮小・一部廃止」
と評価します。

高輪地区版計画書令和３（2021）年度▶令和８（2026）年度

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
町会・自治会向け支援講座実施回数

《地域の潤滑油となる講座》〇全５回の講座
　〇対象　高輪地区在住者。50歳、55歳、59歳の在住者に対してはDMを発送
　〇内容　地域の歴史や町会・自治会の活動、課題等を学び、お住まいの町会との顔合わせを実施
《プロジェクトチーム》〇全５回会議実施
　〇対象　高輪地区町会役員及び上記講座修了者
　〇内容　マンション向けアンケート実施支援、マンション・町会情報交換会実施支援
《町会向け勉強会》〇回数　１回
　〇対象　町会・自治会役員
　〇内容　町会運営に役立つ内容《R3テーマは「町会・自治会活動協力者を増やすためには」》

指標１
受講生で町会・自治会活動へつながった人数

 ３ 政策名 （９）参画と協働により地域を支える多様なコミュニティをつくる

 ４ 施策名 １　コミュニティ活動に取り組む多様な主体への支援 99.8%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ３　地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 100 49 49.0% 令和２年度 2 2 100.0%

令和３年度 100 65 65.0% 令和３年度 2 1 50.0%

令和４年度 100 － － 令和４年度 2 － －

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課 芝浦港南地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 芝浦港南地区みずまちプロデュース事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 １　都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ２　参画と協働によるまちづくりの推進 令和２年度 4,543 0 0

 ３ 政策名 （１） 多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつくる 年度 当初予算額 流用

4,543 4,070 89.6%

 ５ 事業説明文 令和３年度 5,728 0 0 5,728 5,436 94.9%

区民参画の委員の企画・運営するまち歩きのイベントを通じて、地域の方々が水辺の魅力を発見・体感す
ることで水辺への愛着と理解を深めます。

令和４年度 5,928 － － － － －

財源内訳（当初予算）

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和３年度 100.0% 0 0 0

令和２年度 100.0% 4,543 0 0

0 0

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容

本事業は、様々な年齢層の区民参画組織のメンバー同士が交流することにより、多様な世代間のコミュニティ
形成に資するとともに、地域資源の運河や水辺をより深く知る機会となっています。更に、メンバーの芝浦港
南地区に対する愛着の醸成に寄与していることから、水辺への愛着と理解を深め、憩いの場としての環境づく
りを推進するために必要不可欠です。
一方で、委託内容のうち、例年３月に開催している「ベイエリア講座」の実施体制を見直すことで、経費の削
減を図ります。

区民参画の委員の企画・運営するまち歩きのイベントを年2回程度実施します。芝浦港南地区ならではの
地域資源である運河や海辺の活用を図り、誰もが安らぎを感じ、憩いの場として人々が集える環境づくり
を推進します。

 ８ 事業実績・指標

芝浦港南地区の運河や海辺は他の地区にはない魅力的な地域資源です。地域住民の運河や海辺に対する関
心や期待は高く、今後も継続的に魅力の向上や発信に取り組んでいく必要があります。

令和４年度 100.0% 5,928 0

5,728

指標１
区民参画によるイベントの参加者数

指標２
区民参画によるイベントの実施

「ベイエリア講座」の運営について、イベントの事業内容を精査し、より効率的な実施体制となるよう見直し
することで、経費の削減につながることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

芝浦港南地区版計画書

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 9 0 0.0% 令和３年度 10,000 0 0.0%

令和４年度 9 － － 令和４年度 10,000 － －

 ３ 政策名 （７） 人や生物にやさしい、環境負荷の少ない都心環境をつくる

 ４ 施策名 １　水環境の保全・向上と親水化 96.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ２ 環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
海水浴参加人数

お台場プラージュ
①利用対象者、実施対象:どなたでも参加可能。
②実施時期、実施回数：毎年１回7月～8月中の数日間開催（新型コロナウイルスの影響により、令和2年
度・3年度は中止。)
※令和3年度は代替事業として、お台場海浜公園と海をテーマにした装飾やパネル展示等を台場地区の商
業施設と連携して実施。）
③事務手続の方法、利用方法、支給要件、利用者負担、実施体制など。：業務委託による海水浴運営を実
施。利用者負担はなし。
その他、パリ市との連携や、大学との共同研究による水質調査を実施。

指標１
海水浴開催日数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

ちいバスの広告の縮小をはじめとした周知関連の経費削減により、さらなる事業の効率化を図ることから、
「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

40,968 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業は、「泳げる海、お台場」の実現に向けた取組の一環として平成２６年度から実施してきましたが、東
京２０２０大会を次世代へ引継ぐレガシーとして持続可能な都心の水辺イベントとして、地域との協働により
引き続き継続して実施すべき事業です。
また、東京都が推進する未来の東京戦略「東京ベイeSGプロジェクト」でも「泳げる東京湾」を将来像に掲げ
ており、お台場プラージュ（海水浴）の取組は東京都が目指す将来像にも合致する取組として必要不可欠な事
業です。
一方で、「泳げる海、お台場」を東京2020大会のレガシーとして広く周知するという所期の目的を達成したた
め、ちいバスの広告をこれまでの６か月間から２か月に縮小するとともに、チラシ作成に業務サポートセン
ターを積極的に活用するなど、経費の削減を図ります。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 100.0% 9,175 0 0 0

令和３年度 100.0% 13,505 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

お台場は、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会後のレガシーとして、「泳げる海、お台場」
を将来に残していくため、地域と協働で海水浴事業等を実施しています。
また、2024年オリンピック・パラリンピック競技大会の開催都市であり、「泳げるセーヌ」の復活を目指
すパリ市と連携し、都心での水浴事業の促進に向けて両区市で相互に協力しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 40,968 － －

11,391 84.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

6,124 5,879

0 13,505

「泳げる海、お台場」の実現に向けて、台場の水質改善の取組や「お台場プラージュ」等を通じて国内外
へ広くＰＲします。実施にあたって、地域住民、東京都、東京大学、パリ市、フランス大使館などの関係
機関と連携・協力を図っていきます。

令和２年度 9,175 0 -3,051

 ５ 事業説明文 令和３年度 13,505 0

芝浦港南地区総合支所　協働推進課　

 １ 事業名 泳げるお台場の海創生事業  １０ 事業費の状況
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 300 196 65.3% 令和２年度 － － －

令和３年度 181 120 66.3% 令和３年度 － － －

令和４年度 120 － － 令和４年度 － － －

 ３ 政策名 （10）豊かな国際性を生かした多文化共生社会をつくる

 ４ 施策名 １　外国人の安全・安心の確保に向けた多言語による効果的な情報発信 85.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ３　地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
－

◆外国人対象ウェルカム・パッケージ
　各総合支所窓口で転入手続を行う外国人に対して、区の行政情報の多言語刊行物をまとめてパッケージ
にし配布します。
◆多言語情報コーナー
　区が発行する多言語刊行物を閲覧し、入手できる情報コーナーを、区役所１階及び３階国際化推進係窓
口前に設置します。
◆ミナト・インフォメーション・ボード（Facebook）
　行政情報やイベント情報等を週に１回、「やさしい日本語」及び英語、中国語、ハングルで配信すると
ともに、イベント開催時にリアルタイムで配信を行います。

指標１
Facebookのフォロワー増加数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

外国人に対するイベント情報の発信等に使用するタブレット端末について、テレワーク用のスマートフォンや
各課に配備予定のタブレットにより情報発信を行うことは可能であり、課専用のタブレットを廃止することか
ら、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画-Ⅱにぎわうまち(コミュニティ・産業)　３地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

2,015 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　令和元年度に実施した「港区国際化に関する実態調査」では、半数を超える在住外国人から「やさしい日本
語」を使った交流や「生活に必要なさまざまな情報」の提供要望があり、また、港区国際化推進アドバイザー
会議や港区国際力強化推進会議では、「外国人への情報提供には動画配信が効果的。動画を作成（情報発信）
してみてはどうか」という意見を多数いただいています。
　今まで、外国人ニーズと実態に応じて、メールやFacebookでの情報提供を始め、AIチャットボット等のICT
を活用した情報提供を行ってきましたが、昨今、交流などのイベント情報や動画による情報提供が求められて
いることから事業の継続は必要です。
　一方で、情報提供用として、野外に携帯可能なタブレットを課で所有していましたが、令和５年度からは、
テレワーク用の携帯電話や各課に配置予定のタブレットを活用することで経費を削減します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 100.0% 25,219 0 0 0

令和３年度 100.0% 2,650 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

　令和元年度に実施した「港区国際化に関する実態調査」では、半数を超える在住外国人から「やさしい
日本語」を使った交流や「生活に必要なさまざまな情報」の提供要望がありました。また、港区国際化推
進アドバイザー会議や港区国際力強化推進会議では、「外国人への情報提供には動画配信が効果的。動画
を作成（情報発信）してみてはどうか」という意見を多数いただきましたが、経費面から現時点での動画
作成は難しいため、携帯可能なタブレットの利便性を活用した情報発信を行っています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 2,015 － －

0 1,608 60.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

23,025 19,564

0 2,650

産業・地域振興支援部　国際化・文化芸術担当

 １ 事業名 外国人への情報提供事業  １０ 事業費の状況

　区に転入した外国人に、ごみの出し方や手続き方法など港区で生活する上で必要な情報等を周知するた
め、多言語で紹介した刊行物をパッケージ化し配布するとともに、適宜、フェイスブック等で多言語の情
報配信を行います。

令和２年度 25,219 -2,194 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 2,650
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 20 0 0.0% 令和３年度 － － －

令和４年度 15 － － 令和４年度 － － －

産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 創業再チャレンジ支援事業  １０ 事業費の状況

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受け、倒産、又は廃業した方が再び区内で創業にチャ
レンジするため、創業に必要な経費の一部を補助します。

令和２年度 － － －

 ５ 事業説明文 令和３年度 21,410 0 0 0.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

－ －

0 21,410

－ － －

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受け、倒産を余儀なくされる中小企業が増加していく
ことを見込み、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受け、倒産、又は廃業した方が再び区
内で創業にチャレンジする際の経費について、一部補助する補助制度を令和３年度から開始いたしまし
た。さらに令和４年度からは、これまで再創業年度のみの補助としていた制度を、翌年度も固定費（賃
料）を補助できるようレベルアップし、支援を強化しました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 33,194 － －

その他

令和２年度 － － － － －

令和３年度 100.0% 21,410 0 0 0

令和４年度 100.0% 33,194 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和３年度の事業開始以来、問合せ・相談件数が極めて少なく、いまだ交付申請がない状況です。また、日本
政策金融公庫において類似の支援事業を実施していることから、令和４年度をもって本事業の新規受付を終了
します。
なお、令和５年度以降は、日本政策金融公庫の「再挑戦支援資金（再チャレンジ支援融資）」事業を紹介する
ことにより、再創業者の支援につなげていきます。
また、「再創業」に限定しない創業支援については、既に区において実施している、融資あっせんによる資金
繰り支援や賃料補助、ホームページ作成支援補助制度などにより創業者を支援してまいります。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和３年度の事業開始以来、交付決定実績がなく、日本政策金融公庫の「再挑戦支援資金（再チャレンジ支援
融資）」事業といった類似事業もあることから、令和５年度以降新規受付は行わないため、「縮小・一部廃
止」と評価します。

港区基本計画、第４次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
－

倒産、廃業時の経験を生かしていただくため、専門家（中小企業診断士）の支援を受けて創業計画書を作
成いただき、その上で必要となる経費の一部を補助します。
対 象 者 ：令和２年１月以降に廃業した後、令和５年１月末までに起業する中小企業者
実施時期：令和４年４月～令和５年３月
補助対象経費：再起業に必要な店舗等借入費、設備費、広報費等
補助金額：補助対象経費の３分の２、上限１００万円
対象件数：１５件
※再創業2年目：10万円（賃料）×12か月＝120万円を補助

指標１
交付決定件数

 ３ 政策名 （11）　伝統と最先端技術が癒合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 １　産学官が連携して地域社会の発展に資する効果的な産業の創出 －

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 20 22 110.0% 令和２年度 － － －

令和３年度 15 16 106.7% 令和３年度 40 32 80.0%

令和４年度 12 6 50.0% 令和４年度 20 9 45.0%

産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 チャレンジ商店街店舗応援事業  １０ 事業費の状況

区内の商店街において小売業等を営む店舗が、新たな顧客を獲得する事業を実施する際に要する経費及び
新型コロナウイルス感染症対策に要する経費の一部を補助し、当該店舗の更なる活性化を促進し、商店街
及び中小企業の振興を図ることを目的としています。

令和２年度 10,000 10,498 50,183

 ５ 事業説明文 令和３年度 40,750 14,260 79,458 91.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

70,681 68,178

32,000 87,010

－ － －

ネット販売との競合、大型ショッピングセンターの進出、消費税の引上げ、物価や人件費の高騰など商店
街を取り巻く状況が厳しくなっている中、区民生活に不可欠な商店街を支える各店舗の継続的な商業活動
を支援するため、新たな顧客を獲得する事業を実施する際に要する経費への補助事業を令和２年度より開
始しました。
また、令和３年１０月には、コロナ禍という苦境の中、ウィズ・コロナ時代を生き抜くために挑戦を続け
る店舗を支援するため、新型コロナウイルス感染症対策に要する経費を補助対象に追加しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 17,505 － －

その他

令和２年度 100.0% 10,000 0 0 0

令和３年度 16.6% 6,750 0 0 34,000

令和４年度 94.3% 16,505 0 0 1,000

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

当事業は令和３年度まで「テイクアウト・デリバリー・通信販売導入商店街店舗応援補助金」も事業内容に含
まれておりましたが、令和４年度より別事業として整理しています。
令和３年１０月より開始したコロナ対策支援については、既に多くの店舗が当補助制度等を活用し、コロナ対
策を講じた上で通常営業に取り組んでいる状況を踏まえ、所期の目的を達成したと判断し、令和４年度をもっ
て廃止します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

当該補助事業のうち、コロナ対策支援分については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に開始した
事業であり、各店舗がコロナ対策を講じた上で通常営業をしている状況や今年度の交付決定実績が大幅に下
がっていることから、所期の目的は達成したものとして、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、第４次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
コロナ対策支援申請件数

【新たな取組支援】
引き続き５年以上営業している区内商店会加盟店舗が新たに取り組む、新規顧客獲得事業、多言語対応事
業、効率化・省人化事業に係る経費について、５０万円を限度に補助対象経費の１／２を補助します。
【コロナ対策支援】
区内商店会加盟店舗（港区商店街連合会の賛助会員含む）が行う換気設備、空調の改修、トイレ等水回り
の衛生対策の強化、テレワーク専用席の設置など、店内の感染症対策やコロナを踏まえた新たな顧客獲得
に係る経費について、６０万円を限度に補助対象経費の２／３を補助します。

指標１
新たな取組支援申請件数

 ３ 政策名 （12）港区の特性を生かした個性ある商業集積の形成を支援する

 ４ 施策名 ３　将来にわたり持続可能な店舗づくり 96.5%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課



NO 72
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 57 57 100.0% 令和２年度 3 11 366.7%

令和３年度 63 44 69.8% 令和３年度 7 12 171.4%

令和４年度 69 － － 令和４年度 11 － －

 ３ 政策名 （13）港区ならではの魅力を生かした都市観光を展開する

 ４ 施策名 １　国内外に向けた戦略的なシティプロモーションの推進 95.7%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
シンボルマークの使用届出件数

（１）シティプロモーションツール「とっておきの港区」を作成し、区内宿泊施設に配置しています。令
和３年度は二次元コードを掲載した卓上ポップを配置しました。
利用対象者：主に区内宿泊施設滞在者
発行：年４回（春・夏・秋・冬）
（２）シティプロモーションシンボルマークの使用を促進しています。
利用対象者：希望する企業等
（３）東京2020大会を契機とした航空機内誌に広告を掲載しています。
令和３年度：JAL（航空機内誌2種類・合計3回）（映像・１回）
　　　　　　ANA（航空機内誌１種類・2回）（映像・2回）

指標１
「とっておきの港区」配置協力宿泊施設数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

東京2020大会開催を契機に国内外に発信する施策として実施していた航空機内広告の廃止や清掃車へのラッピ
ング事業の廃止、費用対効果が見込めるイベントを選定したうえでブース出展をするなど、より効率的かつ効
果的に事業を実施することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画・第３次港区観光振興ビジョン「後期計画」・港区MINATOシティプロモーションクルー認定
事業支援実施要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

30,379 0 0 8,583

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

事業の効果や地域資源の活用などを踏まえ、次のとおり事業の見直しを行います。
・航空機内掲出：廃止
  理由：東京2020大会開催を契機に国内外に発信する施策として実施。大会終了につき廃止。
・港区出展ブース運営等支援業務委託：廃止
　理由：費用が発生しないイベントブース（ラグビー祭り、食フェス等）への出展とするため。
・清掃車ラッピング：廃止
　理由：みなとリサイクル清掃事務所にてシンボルマークを含めたラッピングを実施したため。
・シンボルマークグッズの制作：在庫に応じて制作個数を縮小
・日本［港区］のマナー、風習、文化等紹介ガイドブックの企画編集及び印刷：観光情報発信事業に移管しま
す。
本事業においては、とっておきの港区、港区観光大使、MINATOシティプロモーションクルー認定事業等、季節
感やテーマ性のある港区ならではの情報の発信や地域資源を活用した観光政策を展開します。また、メディア
を活用したプロモーションについては、予算計上せずロケ支援やロケ地紹介を行います。 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 81.0% 44,853 0 0 10,553

令和３年度 77.3% 39,075 0 0 11,460

令和４年度 78.0%

－ － －

港区の魅力発信については、H22年度から観光情報誌の発行を行っていましたが、平成27年３月策定の港
区基本計画において、「国内外に向けた戦略的なシティプロモーションの推進」を掲げ、重点課題に位置
付けるとともに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催、リニア中央新幹線の開業など
を好機と捉え、様々なプロモーションを開始しました。
プロモーションにあたっては、港区の魅力やブランドを国内外に広く発信し、世界中から人を呼び込み、
区内での回遊と消費を促し、地域を活性化させる地域振興施策として位置づけ、観光客の誘致を基軸とし
て、シティプロモーションツールの作成・配置、シティプロモーションシンボルマークの使用促進、航空
機内誌広告掲載等を実施しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 38,962 － －

35,136 87.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

43,676 41,812

0 40,235

産業・地域振興支援部　観光政策担当

 １ 事業名 シティプロモーション推進事業  １０ 事業費の状況

国内外に向けた知名度向上と港区のブランドの更なる魅力発信に取り組み、将来にわたって訪れたくなる
まちを実現するとともに、多くの人々を誘致し、区内の周遊と経済消費を促すことでまちのにぎわいを創
出し、区民のまちへのシビックプライドの醸成を図ります。

令和２年度 55,406 -987 -10,743

 ５ 事業説明文 令和３年度 50,535 -10,300
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 11 11 100.0% 令和２年度 － － －

令和３年度 15 12 80.0% 令和３年度 － － －

令和４年度 15 － － 令和４年度 － － －

 ３ 政策名 （13）港区ならではの魅力を生かした都市観光を展開する

 ４ 施策名 ２　観光客の視点に立った効果的な情報発信 －

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
－

観光施設、神社仏閣、ホテル等の施設に加え、施設と施設、駅等を結ぶ道路におけるバリアフリーの状況
（段差、多機能トイレ、エレベーター、休憩スペース、坂道、階段、歩道等）調査を行い、その結果を元
にバリアフリー観光ルートを作成し、作成したバリアフリー観光ルートは、ホームページに掲載します。
既存のバリアフリー観光ルートを最新の情報に更新するとともに、新たなバリアフリー観光ルートを調
査・開発し、Webによる効果的な情報発信を行います。

指標１
バリアフリー観光ルート総数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

日本語版及び英語版と比較した場合の需要は少ないことから、中国語版及びハングル版のマップを廃止するこ
とで、事業の効率化を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

第３次港区観光振興ビジョン「後期計画」

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

2,196 0 0 1,830

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　令和元年度までに作成した冊子のうち、日本語版が累計16,500部作成し残2,000部（残12％）、英語版が
8,000部作成し残200部（残2.5％）であるのに対し、中国語版については6,000部作成し残1,300部（残
21.6％）、ハングル版は4,000部作成し残1,000部（残25％）と配布数量が圧倒的に少なく、当該バリアフリー
観光ルートの更新、翻訳に係る経費に対するニーズが伴わないことから、令和５年度以降は現状の４言語から
２言語（日本語版・英語版）に内容を縮小することで、経費の削減を図ります。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 － 0 0 0 0

令和３年度 54.6% 2,788 0 0 2,322

令和４年度 54.5%

－ － －

東京2020大会を契機に国内外から来訪が予想されるすべての人に、バリアフリーに対応した観光情報を発
信することを目的とし、平成28年度にバリアフリー観光ルートの開発調査を実施し、それらの情報を掲載
した冊子「バリアフリーまち歩きMAP in 港区」を平成29年度から令和元年度にかけて作成・配布しまし
た。
（平成29年度：日本語版、平成30年度：英語版、令和元年度：中国語版・ハングル版）
令和3年度からは、冊子の作成による発信の方法を見直し、最新の情報に更新したバリアフリー観光ルー
トのWebでの発信を行っています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 4,026 － －

4,620 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

0 0

0 4,620

障害がある方や高齢の方、子育て中の方など、誰もが気軽に区内の魅力的な観光スポット等を満喫できる
よう、バリアフリー観光を推進します。

令和２年度 0 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 5,110 -490

産業・地域振興支援部　観光政策担当

 １ 事業名 バリアフリー観光の推進  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 5 5 100.0% 令和２年度 43,320 13,232 30.5%

令和３年度 5 5 100.0% 令和３年度 43,320 17,436 40.2%

令和４年度 6 － － 令和４年度 50,000 － －

 ３ 政策名 （13）港区ならではの魅力を生かした都市観光を展開する

 ４ 施策名 ３　安全・安心で快適な都市観光を満喫できる環境づくり 100.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

人数の精査などスタッフの勤務体制の見直しを通じてより効率的な運営を行うことにより、業務委託のうち、
人件費の削減につながることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画・第３次港区観光振興ビジョン「後期計画」

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

令和４年度に区設の港区観光インフォメーションセンターが２か所体制となったことによる両インフォメー
ションセンターにおける稼働率及びスタッフの必要人数、運営経費等の妥当性についての検証を行い、その結
果に基づき、スタッフの勤務体制等を見直し、より効率的な手法・体制での運営を行います。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続
指標２

港区観光インフォメーションセンター（区設）の来客者数

指標１
港区観光インフォメーションセンター（区設及び民設）の設置数

0 0 0

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 ６ 背景、経緯

令和４年度 14,335 －区設及び民設の観光インフォメーションセンター等を設置し、区の観光案内や観光情報の発信等を行いま
す。

－ － －

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金

－

その他

令和２年度 100.0% 16,914 0

14,199 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

16,914 16,914

0 14,200

令和２年度 16,914 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 14,200 0

産業・地域振興支援部　観光政策担当

 １ 事業名 港区観光インフォメーションセンター運営  １０ 事業費の状況

幅広く効果的に区の観光情報を発信し、誰もが安全で安心して快適に観光できる受入環境を整備するた
め、区設の観光インフォメーションセンターを平成24年度に東京モノレール浜松町駅３階コンコースに設
置し、令和４年度には札の辻スクエア１階にも設置しています。

 ７ 事業内容

区設及び民設の観光インフォメーションセンター等を設置し、港区を訪れる来街者に対し、区の観光案内
や観光情報の発信等を行います。
【区設】
①東京モノレール浜松町駅　港区観光インフォメーションセンター
　場所：浜松町２－４－12 東京モノレール浜松町駅３階コンコース
　時間：年中無休　午前９時～午後５時
②札の辻スクエア　港区観光インフォメーションセンター
　場所：芝５－36－４　札の辻スクエア１階
　時間：平日のみ（年末年始を除く）　午前10時～午後４時
【民設】民間施設の総合案内窓口（港区観光インフォメーションセンター）
①アクアシティお台場３階　インフォメーションカウンター
②六本木ヒルズ森タワー２階　森タワー総合インフォメーション
③Keikyu Tourist Information Center (Shinagawa)　京急本線品川駅
④きらぼし銀行本店

0 0

令和３年度 100.0% 14,200 0 0 0

令和４年度 100.0% 14,335
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 12 0 0.0% 令和２年度 177(63) 32（0） 18%(0%)

令和３年度 12 1 8.3% 令和３年度 145(63) 39（7） 26.8%(11.1%)

令和４年度 12 － － 令和４年度 115(62) － －

保健福祉支援部　高齢者支援課

 １ 事業名 認知症高齢者介護家族支援事業  １０ 事業費の状況

認知症高齢者を介護する人に休養が必要となった場合又は認知症高齢者が緊急に保護が必要となった場合
に、業務委託した施設において認知症高齢者を一時的に保護し、短期入所生活介護と同等の介護サービス
を提供し、認知症高齢者を介護する家族を支援します。

令和２年度 9,784 -995 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 9,534 0 8,854 92.9%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

8,789 8,174

0 9,534

－ － －

認知症であるにもかかわらず医師の診療や要介護認定を受けていない高齢者が、徘徊や火の不始末などの
問題行動を契機として行政が対応を迫られる事例が事業開始当時、発生していました。
また、認知症と診断されても、家族がそれを受け入れ、適切な介護を続けていくためには、介護する人自
身が疲労や過度なストレスを溜め込まないようにする必要があります。認知症高齢者を介護する家族への
支援がないため、介護者が疲弊し、認知症高齢者を放置、虐待する事例も発生しており、このような事態
に対応するために、本事業が開始されました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 9,404 － －

その他

令和２年度 96.8% 9,469 0 0 315

令和３年度 46.7% 4,452 0 4,767 315

令和４年度 93.4% 8,784 0 310 310

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

平成23年度の事業開始から、本事業の予算の中で、在宅での介護が一時的に困難になり緊急に施設での介護が
必要となった場合の介護老人福祉施設での短期間介護を行う「緊急一時保護事業」も実施しています。ひとつ
の事業予算の中で、実質ふたつの事業を機能させ、経費の効率化を図ってきました。本事業と高齢者緊急一時
保護事業を合算した延べ利用日数は直近５年間で年間平均114日となっていますが、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により令和２年度の利用日数は大幅に減少するとともに、令和３年度も新型コロナウイルス感染
症収束の見通しが立たない中で利用日数の減少が続いています。
しかしながら、福祉の現場では、常に生死にかかる事情及びそれに緊急的に対応することが求められるため、
唯一、認知症高齢者のご家族を対象とし、また緊急対応を鑑みた本事業は、高齢者にとって最後のセーフ
ティーネットとなっているため、継続することが適切と考えます。
このような本事業のサービスを常時提供できる体制を整えるためには、高い専門性を有する職員及びベッドの
確保が必然となるため、確保に対し固定費として換算することは相応であると考えています。人材の確保に係
る経費については、事業者と調整することで、経費の削減を実施してまいります。 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　緊急時における認知症高齢者対応として常時サービス提供ができる体制を整えることは重要であり、本事業
の必要性は高いといえますが、経費については、適切な項目に見直し、圧縮に努める必要があることから、
「縮小・一部廃止」と評価します。

港区認知症高齢者介護家族支援事業実施要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２

本事業と高齢者緊急一時保護事業を合算した延利用日数
※括弧内は本事業のみの数値

事業の１回の利用期間は、7日以内（最長14日まで利用可）です。
利用を希望する認知症高齢者及びその家族等は申請書を区長に提出し、区は利用の申請を受けたとき又は
緊急に保護が必要と認めるときは、速やかに該当するか否かを審査の上利用の可否を決定し、利用決定通
知書により申請者等に通知し、利用が開始となります。
利用者の施設への移送は、原則として申請者等が行います。また、利用者は、宿泊費5,000円、食事代
1,600円、紙おむつなど生活用品等の実費を負担します。

指標１
延利用者数

 ３ 政策名 （19）高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ３　日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実 93.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 1,138 152 13.4% 令和２年度 22,760 2,819 12.4%

令和３年度 10,366 2,157 20.8% 令和３年度 207,320 44,565 21.5%

令和４年度 390 － － 令和４年度 7,800 － －

 ３ 政策名 （19）高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ３　日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実 6.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　社会情勢や実績等を踏まえ、助成金額の上限を設定することは妥当であり、また、費用対効果を踏まえた
効率的、効果的な事業運営に資することから「縮小・一部廃止」と評価します。

　港区高齢者施設等におけるＰＣＲ検査費用助成実施要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
助成額（千円）

【対象者】
　高齢者や障害者施設等の職員、入所者及び利用者が受検したＰＣＲ検査に要した費用（全額）を区が
助成（原則２回分。ただし、陽性者又は濃厚接触者がいる状況で受検した場合は回数無制限）
【実施時期】
　令和4年4月1日～令和5年3月31日
【実施手法】
　その都度、事業所から区へ申請書を提出し、区は、審査後速やかに支給
　　①　事業所がＰＣＲ検査を実施　②　（事業所→区）交付申請　③　（区→事業所）交付決定
　　④　（事業所→区）請求　⑤　（区→事業所）支給

指標１
ＰＣＲ検査件数（件）

0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

【縮小内容】〇助成額　現行：上限なし　→　令和5年度：2万円/件を上限（回数無制限は継続）
【縮小理由】十分かつ妥当な上限額を設定することで、予算額の圧縮を図り、更なる費用対効果を発揮
【上限額2万円の根拠】
　・令和3年度の実績における平均単価が20,661円
　・1件2万円を超えるものは、夜間対応の病院で検査した場合やオプション付帯のものが多い。
　　（オプションの例）検査結果の判明までに要する時間が2時間以内　等
　・東京都の区市町村向け補助金（区市町村との共同事業）の補助単価が2万円/件
【事業所から寄せられている主な意見（令和４年３月の介護事業所向けアンケート調査】
　・コロナによる売り上げ減少に加え、ＰＣＲ検査の費用が負担　→経費の負担軽減
　・コロナの感染を危惧し、利用者がサービスを断る機会が目立つ　→安心をアピール
【留意事項】
　・有症状者や濃厚接触者などの検査は、感染症法に基づく行政検査に位置付けられるため不要
　・東京都事業の対象ではない利用者や施設など、区はその隙間を埋めるとともに幅広い負担軽減を実現 ８ 事業実績・指標

7,800 0 0

その他

令和２年度 ー 0 0 0 0

令和３年度 0.0% 0 0 0 207,320

令和４年度 100.0%

－ － －

　令和２年11月　感染拡大を防止するため、高齢者福祉施設や障害者福祉施設、介護サービス事業所、
障害福祉サービス事業所に対するＰＣＲ検査支援事業の実施を決定。
　令和２年12月　第４回港区議会定例会における補正予算議決後、12月21日から申請受付を開始。「①
医師会と連携し区が実施する検査」と「②事業所による検査費用の助成（助成額：2万円/件又は検査費
用の4/5のいずれか低い額。回数の上限：一人2回／年」の2つの仕組みを創設。
　令和３年　４月　前年度の実績や効果を踏まえ、「①医師会と連携し区が実施する検査」を廃止。
「②事業所による検査費用の助成」のみとするものの内容を拡充。
　　〇　助成額：2万円/件又は検査費用の4/5のいずれか低い額　→　上限なしかつ全額
　令和３年10月　事業所のニーズを踏まえ、助成回数を拡充。　〇　一人2回/年　→　上限なし

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 7,800 － －

44,565 66.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

384,384 23,155

-139,320 66,864

　新型コロナウイルス感染症に感染した場合に、重症化するリスクが特に高い高齢者や障害者、基礎疾
患を有する方が主に利用する施設等において、施設管理者の判断で実施する無症状者へのＰＣＲ検査費
用を区が助成します。

令和２年度 0 0 384,384

 ５ 事業説明文 令和３年度 207,320 -1,136

保健福祉支援部　介護保険課、高齢者支援課及び障害者福祉課

 １ 事業名 高齢者施設等におけるＰＣＲ検査支援事業  １０ 事業費の状況

所管課
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（単位：千円）

６生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する

(19)高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 10,000 10,000 100.0% 令和２年度 9,573 9,407 98.3%

令和３年度 10,000 10,000 100.0% 令和３年度 9,536 9,530 99.9%

令和４年度 10,000 － － 令和４年度 9,840 － －

 １０ 事業費の状況

　介護保険制度を広く区民に周知するため案内冊子「あったかいね！介護保険」を作成し、区民等へ配布
します。

令和２年度 66,456 1,302 -72

 ５ 事業説明文 令和３年度 88,273 -232 77,728

－ －

 １ 事業名

88.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

67,686 61,725

-403 87,638

－

　「あったかいね！介護保険」は、介護保険制度の案内冊子として、他の多くの区市町村でも作成されて
います。
　港区では、平成１３年度以降毎年、港区版として、既存の冊子に独自の修正を加え作成してきました。
わかりやすい記述と親しみの感じられるイラストを随所に用いたレイアウトであり、区民や介護事業所等
からも好評です。また、冊子タイトルについても馴染みやすいため、広く区民や介護事業所等に定着して
います。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 87,459 － －

その他

0

令和３年度 100.0% 88,273 0 0 0

令和２年度 100.0% 66,456 0 0

令和４年度 100.0% 87,459 0 0

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　「あったかいね！介護保険」は、介護保険制度を詳しく案内する唯一の冊子です。区ホームページにも同内
容を掲載していますが、対象者の多くは65歳以上の高齢者であり、ほぼ全ての人がデータではなく冊子を希望
しています。介護保険のしくみやサービスの利用方法、種類など、区民が求める内容を分かりやすくまとめる
ためにイラスト等を活用し、50ページを超える構成となっており、介護事業所のケアマネジャー等は、本冊子
を活用して対象者に介護保険制度の説明をしています。年間の要支援・要介護認定者は、新規・更新を合わせ
て9,500人を超えていることを鑑みると、年間１万冊の印刷部数は妥当であると考えます。
　一方で、冊子の内容（中身や構成）については、毎年度、刷新する必要性は低く、３年に１度の介護報酬の
改定（次回は令和６年度に改定予定）に合わせて作成するなど、発行時期を「１回／年→１回／３年」に縮小
します。
　なお、介護サービス事業所の一覧情報など、頻繁に変更が生じ、かつ区民等のニーズが高い項目も含まれて
いることや、例外的な制度改正、その他臨時で修正すべき事項が発生する場合も考えられることから、区民等
への影響度合いを踏まえて、検討します。 ８ 事業実績・指標

所管課

指標２
要支援・要介護認定者数【単位：人】

①配布先
　介護保険課2,000冊 、総合支所区民課2,000冊、高齢者相談センター2,500冊、ふれあい相談室500冊、
いきいきプラザ1,050冊、介護予防総合センターラクっちゃ300冊、港区社会福祉協議会100冊、ういケア
みなと50冊、区内高齢者施設・介護事業所1,500冊等

②発行時期、回数：３月下旬発行、年１回、ＨＰに掲載

③印刷経費　@280×10,000冊×1.1=3,080,000円

指標１
区民・区有施設等配布数【単位：冊】  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

「あったかいね！介護保険」の冊子については、介護報酬の改定の時期に合わせて３年に１回の改定を原則と
することで、区民に必要な情報を更新でき、毎年の経費や業務量の縮減にもつながることから、「縮小・一部
廃止」と評価します。
なお、事業所一覧など、変更頻度の高い情報は、区ホームページで都度修正するなどの工夫を講じるほか、臨
時の制度改正など区民への周知が必要な場合は、情報を迅速に届けるために柔軟な対応を行ってください。

港区高齢者保健福祉計画、第８期港区介護保険事業計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

0

 ７ 事業内容

保健福祉支援部　介護保険課　

介護保険課運営

 ３ 政策名

 ４ 施策名 ③日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実 91.2%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 57,284 20,753 36.2% 令和３年度 19,000 19,059 100.3%

令和４年度 17,662 － － 令和４年度 9,500 － －

 ３ 政策名 （19）高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ４　誰もが安心して暮らせる地域づくり －

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ６生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

移動が困難な高齢者、障害者等の新型コロナワクチン接種会場等への移動を支援するために配布しているタク
シー利用券について、ワクチン接種券に同封することで、区民の利便性向上と経費の削減につながることか
ら、「縮小・一部廃止」と評価します。

なし

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
タクシー利用券支給人数【単位：人】

１ タクシー利用券支給対象者
　①要支援・要介護認定者:巡回接種の対象となる高齢者施設入所者等を除く　約8,000人
　②障害者等:身体障害者手帳のうち、下肢、体幹機能障害、視覚障害、呼吸器機能障害１～３級、内部
障害１級所持者、愛の手帳１・２度所持者、精神障害者保健福祉手帳１級所持者で障害者施設等入所者を
除く　約1,500人
２ 接種場所内での付添支援対象者
　①要介護１以上の要介護認定者　約2,000人　②障害者等　約1,500人

指標１
タクシー利用券利用件数【単位：件】

0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

１　見直しの内容
これまで、タクシー利用券とワクチン接種券は、各担当課（タクシー利用券は介護保険課又は障害者福祉課、
ワクチン接種券はみなと保健所）から別々に送付してきましたが、区民の利便性及び区民ニーズを踏まえ、ワ
クチン接種券にタクシー利用券を同封して送付する取扱いに見直します。
２　見直しの理由
ワクチン１・２回目接種時は、タクシー利用券及びワクチン接種券を対象者全員に一括送付したため、ほぼ同
時に対象者の手元に届いていました。しかし３・４回目接種から、ワクチン接種券は、それぞれの対象者の接
種可能時期に合わせて送付する取扱いとなりました。高齢者からは、別々に届き分かりにくいので、ワクチン
接種券にタクシー利用券を同封して送付してほしいとの意見が多く寄せられています。ワクチン接種券にタク
シー利用券を同封することにより、対象者全員ではなく、接種対象者のみにタクシー利用券を届けることがで
きます。また、郵送料や印刷費の削減になります。

 ８ 事業実績・指標

0 13,549 0

その他

令和２年度 － － － － －

令和３年度 － 0 0 0 0

令和４年度 0.0%

－ － －

令和３年５月12～13日　１・２回目接種用タクシー利用券の発送
　　　　　　　　17日　ワクチン集団接種開始
令和４年１月13、26日　３回目接種用タクシー利用券の発送
　　　　　　　　14日　個別接種開始
　　　　　　　　15日　集団接種開始
　　　　５月　　31日　４回目接種用タクシー利用券の発送（障害者等は順次発送）

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 13,549 － －

38,561 58.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

－ －

0 66,100

移動が困難な高齢者、障害者等の新型コロナワクチン接種会場等への移動を支援するため、対象者へタク
シー利用券を支給し、交通費の負担及び接種会場内での付添支援を実施します。

令和２年度 － － －

 ５ 事業説明文 令和３年度 0 66,100

保健福祉支援部　介護保険課　高齢者支援課　障害者福祉課

 １ 事業名 新型コロナウイルスワクチン接種移動支援事業  １０ 事業費の状況

所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 1,000,000 263,158 26.3% 令和２年度 － － －

令和３年度 300,000 33,684 11.2% 令和３年度 － － －

令和４年度 200,000 － － 令和４年度 － － －

 ３ 政策名 （21）区民が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ６　快適で安心できる生活環境の確保 89.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区内飲食店や宿泊施設等への感染症対策に関する情報周知のための郵便料について、ホームページでの周知に
切り換えることにより、経費が縮減され、効率化を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

なし

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
-

新型コロナウイルス感染症対策に関する通知を、区内飲食店や宿泊施設等に郵送して周知しました。

指標１
新型コロナウイルス感染症関連郵送料

60

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区内飲食店や宿泊施設等に感染症対策に関する情報を郵送で周知する必要があったことから、郵便料を計上し
ていましたが、当該施設向けの新型コロナ感染症対策オンライン研修動画を作成し、ホームページ上に公開す
る等、郵送からホームページでの周知への切り替えを進めたため、新型コロナ感症に関する通知発送用の郵便
料計上について、廃止します。

 ８ 事業実績・指標

24,543 0 0

その他

令和２年度 99.5% 24,259 0 0 114

令和３年度 99.8% 23,996 0 0 60

令和４年度 99.8%

－ － －

新型コロナウイルス感染症発生に伴い、区内飲食店や宿泊施設等から感染対策に関する問合せが数多く寄
せられていました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 24,603 － －

28,280 95.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

25,849 23,015

0 29,767

生活衛生課の管理・運営に関するものです。

令和２年度 24,373 1,476 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 24,056 5,711

みなと保健所 生活衛生課

 １ 事業名 生活衛生課運営  １０ 事業費の状況

所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 890 864 97.1% 令和２年度 230 255 110.9%

令和３年度 845 766 90.7% 令和３年度 338 577 170.7%

令和４年度 854 － － 令和４年度 640 － －

 ３ 政策名 （20） 子どもの健康を守る体制をつくる

 ４ 施策名 ２ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を確立する 99.8%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ５ 明日の港区を支える子供を育む 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
うち東京都申請者数（延件数）

（１）特定不妊治療及び特定不妊治療に至る過程の一環として行われる精巣内精子生検採取法等に要す
る、医療保険が適用されない費用の一部を港区が助成します。
（２）女性の特定不妊治療費助成
42歳までに始めた治療を対象に、１年度あたり30万円を限度に助成します。
（３）男性の特定不妊治療費助成
特定不妊治療に至る過程の一環として行われる精巣内精子生検採取法等（精子を精巣等から採取するため
の手術）について、1年度あたり15万円を限度に助成します。
（４）通算５年度まで申請できます。

指標１
助成金申請者数（延件数）  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度からの不妊治療の保険適用化を踏まえ、新たな制度設計により不妊治療の経済的負担の軽減を図る
ことから、現行制度による助成は経過措置の助成をもって終了するため、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区特定不妊治療費助成金支給要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

232,215 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和３年度は、区の助成金対象要件に年齢制限を設けた他、東京都の所得制限が撤廃され、対象要件が拡充し
たことにより、区の申請件数と助成金額がこれまでと比較して減少しました。
本制度は、令和４年４月１日から不妊治療の保険適用化に伴い開始した、経過措置の治療（令和４年３月末ま
でに開始した治療）への助成をもって廃止します。
今後は保険適用化を踏まえた新たな制度設計に向けて、区民の方になるべく不利益とならないよう、都、他自
治体と情報共有しながら検討を進めていきます。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 100.0% 228,258 0 0 0

令和３年度 100.0% 200,332 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

区では特定不妊治療費の一部を助成することにより、経済的負担の軽減を図り、少子化対策及び次世代育
成の推進に付与することを目的として、平成19年度から事業を開始しました。また、平成28年度からは、
不妊は男性側の原因によることが一定程度あり、女性の不妊治療だけでは妊娠に至らない場合があること
から、特定不妊治療の一環として行われる男性不妊治療費の助成を開始し、特定不妊治療を行う夫婦の経
済的負担のより一層の軽減を図っています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 232,215 － －

177,724 88.8%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

227,658 227,267

0 200,187

みなと保健所　健康推進課

 １ 事業名 特定不妊治療費助成  １０ 事業費の状況

子どもを望んでいるにもかかわらず、不妊に悩む夫婦に対し、保険適用外の高額治療費（特定不妊治療
費）の一部を助成することにより、経済的負担の軽減を図り、少子化対策及び次世代育成の推進に寄与し
ます。

令和２年度 228,258 -600 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 200,332 -145
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 15 13 86.7% 令和２年度 220 212 96.4%

令和３年度 15 14 93.3% 令和３年度 235 233 99.1%

令和４年度 17 － － 令和４年度 250 － －

 ３ 政策名 （21）区民が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ４　健康づくりの積極的支援 88.5%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
健康講座参加者数

保健師、管理栄養士の職員が健康講座等を実施しています。
①対象者　　区民、在勤・在学者
②実施回数　年15回程度
③実施方法　テーマごとに講師を招聘し、みなと保健所にて座学で実施しています。

指標１
健康講座実施回数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

健康講座について、引き続き録画配信も効果的に活用しながら区民等への指導実績を維持していくに当たり、
録画配信に係るノウハウが職員に蓄積されたことから、来年度以降は動画撮影及び編集に係る経費を計上する
必要がないことから、「縮小・一部廃止」と評価します。

健康増進法、地域保健法、港区基本計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

3,315 0 2,449 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　本事業における健康講座は、みなと保健所８階大会議室（栄養関係講座は２階栄養指導室）での参集により
実施していましたが、新型コロナ対応のため同会議室を執務室に転用したことに伴い、令和元年度以降健康講
座は規模を縮小して実施しています。
　この結果、令和３年度から令和元年度における健康指導実績（健康講座参加者数）は、前３年度実績の平均
（H30-H28、583人）の６割程度に落ち込んでいます。このため、令和４年度予算では、健康講座の録画配信
（アーカイブ形式）を実現するため、動画撮影、編集等に関する業務を臨時的に計上しました。
　本事業は、地域保健法及び健康増進法に基づく健康教育（健康指導）であり、医療専門職が対面により実施
すべき事業ですが、新型コロナへの対応は当面継続する見込みであり、録画配信も効果的に活用しながら必要
な区民等への指導実績を維持していく必要があります。
　令和４年度に上記経費を計上したことにより、録画配信に係るノウハウが所管課に蓄積されたことから、令
和５年度以降当該経費を計上する必要がないため、一部廃止とします。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 32.2% 1,910 0 4,029 0

令和３年度 80.3% 3,563 0 875 0

令和４年度 57.5%

－ － －

健康増進法第17条及び地域保健法第4条に基づき実施しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 5,764 － －

4,304 96.9%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

5,939 5,258

0 4,441

生活習慣病の予防、健康の保持増進に関する知識の普及啓発を行っています。

令和２年度 5,939 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 4,438 3

みなと保健所健康推進課

 １ 事業名 健康教育  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 4,000 2,668 66.7% 令和２年度 9,500 8,317 87.5%

令和３年度 3,000 2,770 92.3% 令和３年度 9,000 9,406 104.5%

令和４年度 3,000 － － 令和４年度 9,000 － －

 ３ 政策名 （21）区民が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ５　がん対策の強化・推進 87.6%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
乳がん検診（マンモグラフィ検査）受診者数

・子宮頸がん検診受診対象者は、20歳以上の女性区民です。20歳・25歳・30歳・35歳及び過去3年以内に
受診歴のある区民と40歳以上の女性区民には自動で発券します。また、30歳・33歳・36歳・39歳の女性区
民には細胞診に加えＨＰＶ検査も追加可能です。
・乳がん検診（視触診）の受診対象者は30歳から39歳までの女性区民です。30歳・35歳及び過去3年以内
に受診歴のある区民には自動で発券します。
・乳がん検診（マンモグラフィ検査）受診対象者は、40歳以上で前年度に受診歴のない女性区民です。

指標１
乳がん検診（視触診）受診者数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

乳がん検診（視触診）については、国が示す指針において推奨されていないことや、「港区が実施するがん検
診のあり方検討会」での議論の結果を踏まえ、廃止することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

健康増進法、港区がん検診実施要綱、港区が実施するがん検診のあり方検討会設置要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

315,229 161 1,250 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

  30歳から39歳までの女性区民を対象とした乳がん検診（視触診）について、しこりの有無などを確認し、が
んの発見につなげるため実施してきましたが、国が示す「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指
針」（健発第0331058号平成20年3月31日厚生労働省健康局長通知別添）や「港区が実施するがん検診のあり方
検討会」での議論の結果を踏まえ、科学的根拠のない検診であることから、令和4年度をもって廃止としま
す。
　子宮頸がん検診については、若年層の受診率が他の年齢層と比較して低いことから、引き続き再勧奨の通知
やリーフレットの配布等を行うことで、受診率向上に結び付く取組を行います。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 99.8% 333,967 0 782 0

令和３年度 99.7% 317,573 338 732 0

令和４年度 99.6%

－ － －

昭和50年度港区婦人科検診開始
がん検診の目的は、がんを早期に発見し、適切な治療を行うことで、がんによる死亡を減少させることで
す。港区でも「対策型検診（住民検診型）」として、公共的な予防対策を実施しているところですが、今
後も検診受診率を高めるだけではなく、検診の質の向上、検診で要精密検査と判定された方の精密検査受
診率向上など効果のあるがん検診を推進する必要があります。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 316,640 － －

320,888 99.6%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

324,745 284,416

0 322,211

みなと保健所　健康推進課

 １ 事業名 婦人科検診  １０ 事業費の状況

がんの早期発見に努め、区民の健康保持及び増進を図るため、20歳以上の女性区民には子宮頸がん検診、
30歳から39歳の女性区民には子宮頸がん検診と乳がん検診（視触診）、40歳以上の女性区民には子宮頸が
ん検診と乳がん検診（マンモグラフィ検査）を実施しています。また、30歳・33歳・36歳・39歳の子宮頸
がん検診受診者で希望者にはＨＰＶ検査を実施します。

令和２年度 334,749 -10,004 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 318,643 3,568
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 4,800 4,397 91.6% 令和２年度 100 74 74.0%

令和３年度 4,800 7,490 156.0% 令和３年度 100 111 111.0%

令和４年度 7,000 － － 令和４年度 110 － －

 ３ 政策名 （15）健やかな子どもの「育ち」を支える環境を整備する

 ４ 施策名 ３　支援が必要な子どもと家庭を確実に支える 87.1%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

支援を必要とするひとり親家庭の派遣対象及び申請時の添付書類を港区ひとり親家庭ホームヘルプサービス事
業運営要綱に規定することにより、支援対象の精査・適正化を行うことから、「縮小・一部廃止」と評価しま
す。
なお、引き続き、各種調査の結果や法改正等を踏まえ、適切なひとり親家庭支援のあり方について検討してく
ださい。

港区ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業運営要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
登録世帯数

○対象：小学６年生以下の児童のいるひとり親家庭で、ひとり親家庭の保護者が、就労、求職、
　　　　疾病などで、家事、育児の日常生活に支障をきたすことにより、家事援助又は育児援助が
　　　　必要な時に派遣。
○サービス内容：家事援助、育児援助
○派遣利用時間：午前７時から午後10時まで
○利用限度：家事援助又は育児援助のどちらかを１日１回（２時間、３時間、４時間のいずれか）
○１か月あたりの利用時間：就学前の児童がいる家庭　48時間
　　　　　　　　　　　　　小学校１年～３年生がいる家庭　36時間
　　　　　　　　　　　　　小学校４～６年生がいる家庭　24時間

指標１
利用回数

0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　令和３年度に根拠書類の廃止などの見直しを行った結果、利用回数が大幅に増加しました。そこで、７月利
用開始時から、ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業運営要綱に支援を必要とするひとり親家庭の派遣対象
及び申請時の添付書類を規定し、真に支援を必要としているひとり親家庭に対するサービスとなるよう、見直
しを行います。
　引き続き、本当に支援を必要としているひとり親家庭に対して支援を行うことができるよう、令和４年度の
利用実態等を把握し、効果を検証します。

 ８ 事業実績・指標

34,431 0 0

その他

令和２年度 100.0% 34,000 0 0 0

令和３年度 100.0% 34,561 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

昭和57年度　事業開始
平成３年度　名称を母子家庭からひとり親家庭に変更し、父子家庭を対象とする
平成27年度　根拠書類の提出
令和３年度　根拠書類廃止、１か月あたりの利用上限回数撤廃、派遣利用方法の変更等

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 34,431 － －

60,047 99.2%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

36,234 31,555

18,787 60,539

家事援助又は育児援助が必要なひとり親家庭にホームヘルパーやベビーシッターを派遣し、ひとり親家庭
の福祉の増進を図ります。

令和２年度 34,000 2,234 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 34,561 7,191

子ども家庭支援部　子ども家庭支援センター

 １ 事業名 ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業  １０ 事業費の状況

所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 2,400 2,400 100.0% 令和２年度 － － －

令和３年度 2,400 2,400 100.0% 令和３年度 － － －

令和４年度 2,400 － － 令和４年度 － － －

 ３ 政策名 （１）多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつくる

 ４ 施策名 １　まちの将来像の実現 88.4%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 １　都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

支援をデジタル化の進展に伴い、情報の取得方法は紙媒体からデジタルに移行していること、また、国や東京
都が冊子の作成を取り止めた動向を踏まえると、区有施設で土地価格等に関する資料の閲覧を希望する区民
ニーズは低下していると考えられることから、区独自に実施している「地価マップ」の作成業務の廃止は妥当
であり、「縮小・一部廃止」と評価します。

地価公示法、同施行令、同施行規則、国土利用計画法、同施行令、同施行規則、国土交通省の所管する法令に係る情
報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則、地価公示図書及び地価調査図書閲覧規程

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
－

指標１
地価マップ印刷部数

1,430 0 161 22

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和２年度から国は、「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」第８条及び「国土交通省の所管
する法令に係る情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律施行規則」第１１条の規定により、これま
で地価公示の冊子を自治体へ送付していたことを止め、同省ホームページでの公表のみに変更しました。区
も、同法及び同施行規則の規定により、紙媒体での配付ではなく、区のホームページから同省のホームページ
へのアクセスを案内する閲覧方法に変更し、これまでの「地価マップ」の窓口での閲覧は廃止します。

 ８ 事業実績・指標

①対象者　国・東京都ホームページでの閲覧が困難な区民
②実施時期　年２回、各回1,200部発行（５・10月）
③経費　528,000円
東京都「国土利用計画法に定める土地取引の規制に関する経由事務費等交付金」を財源の一部に活用
交付金実績　H29:244,000円、H30:227,000円、R元：222,000円、R2：144,000円、R3:141,000円

その他

令和２年度 85.6% 1,476 0 248 0

令和３年度 0.0% 0 0 226 1,647

令和４年度 88.7%

－ － －

土地価格の動向については、国土交通省が地価公示法に基づく地価公示価格（毎年１月１日現在）を３月
下旬に、東京都が国土利用計画法に基づく東京都基準地価格（毎年７月１日現在）を９月下旬に公表して
います。
国土交通省及び東京都は、ホームページにおいて公表資料を掲載するだけでなく、各自治体に冊子を配布
することで利用者が閲覧できるようにしていましたが、令和２年度からペーパレス化の推進に伴い冊子の
配付を廃止しました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 1,613 － －

1,610 86.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

1,823 1,612

0 1,873

土地の公示価格及び基準地価格は、国・東京都のホームページから閲覧することができますが、自宅に閲
覧環境が無い方のため、区は独自に、港区の土地価格を抜粋した「地価マップ」を作成し、各総合支所や
区立図書館にて無料で配布しています。

令和２年度 1,724 99 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 1,873 0

街づくり支援部　都市計画課

 １ 事業名 都市計画課運営  １０ 事業費の状況



NO 85

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 17,525 15,534 88.6% 令和２年度 － － －

令和３年度 19,147 16,486 86.1% 令和３年度 100% 98.1% 98.1%

令和４年度 19,147 － － 令和４年度 － － －

 ３ 政策名 （８）環境に対する意識を高め、健康で快適に暮らせる生活環境をつくる

 ４ 施策名 ３　環境教育・環境保全活動の推進 91.2%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ２　環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
環境学習で新たな学びがあったと回答した割合

将来を担う子どもたちが、都心にはない自然の中で、森や里山などの成り立ちや、生態系と人間の関わり
などについて体験をとおして学ぶ機会を提供し、環境保全について考える機会とするとともに、毎日の生
活において環境に配慮した行動に取り組むよう促します。

指標１
環境学習参加人数(累計)  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

自然環境調査は令和４年度に完了予定であり、今後は調査結果を区民へ還元するため、本調査は所期の目的を
達成することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区環境基本計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

32,235 0 0 1,114

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和4年度は、平成19年度にみなと区民の森を開設して以来となる自然環境調査を実施し、みなと区民の森を
継続的に整備したことで自然環境がどのように変化し、効果があったのか等の実態を把握しています。令和5
年2月に調査結果報告会を予定しており、調査結果を区民へ還元することで、豊かな自然環境の必要性や保全
することの重要性を学び、さらなる環境への関心を持つことを促進します。本調査は毎年行うものではないた
め、事業の一部を廃止します。
新型コロナウイルス感染症の影響から環境学習の実施回数が制限され参加人数も減少していましたが、環境学
習ツアーは非常に人気の高い事業のため、引き続き、多くの区民に参加していただくツアーを実施し、環境保
全に関する学習の機会を提供します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 96.1% 26,497 0 0 1,071

令和３年度 99.8% 25,663 0 0 61

令和４年度 96.7%

－ － －

あきる野市から約22haの市有林を借り受け、地球温暖化防止に役立てるため、手入れが行き届かずにいた
森を二酸化炭素の吸収林としてよみがえらせ、「みなと区民の森」として整備しています。
整備の過程で発生した間伐材は、エコプラザや幼稚園、小中学校などの区有施設の内装材や家具など、区
の様々な事業等で有効活用しています。
令和4年度は、みなと区民の森開設以来となる動植物の現況調査を実施し、その結果を講座等で区民に還
元し、自然環境保全等の理解を促進します。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 33,349 － －

23,197 95.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

21,485 19,594

0 24,402

あきる野市から約22haの市有林を借り受け「みなと区民の森」として整備し、間伐・植樹体験や自然観察
体験などの環境学習を通して、日々の生活において環境に配慮した行動に取り組むよう区民へ周知・啓発
します。

令和２年度 27,568 7 -6,090

 ５ 事業説明文 令和３年度 25,724 -1,322

　環境リサイクル支援部　地球温暖化対策担当

 １ 事業名 みなと区民の森づくり  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 850 720 84.7% 令和２年度 100 90 90.0%

令和３年度 850 797 93.8% 令和３年度 100 91 91.0%

令和４年度 850 － － 令和４年度 100 － －

 ３ 政策名 （７）人や生物にやさしい、環境負荷の少ない都心環境をつくる

 ４ 施策名 ３　地球温暖化対策の推進 99.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 ２　環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
ポイント交換世帯数

【対　　象】区民（世帯単位での参加）※港区内で約15万世帯
【参加方法】専用ホームページからの参加登録またはエントリーシート提出等による参加登録
【主なポイント内容】
　環境にやさしい電力ポイント（温室効果ガスの排出の少ない電力の利用）
　エネルギー使用量確認ポイント（電気・ガス・水道の使用量の記録・前年同月との比較）
　環境行動チェックポイント（環境行動チェックの回答）
環境行動ポイント（環境イベント等への参加、みなとエコショップ認定店での買い物、省エネルギー性

能の高い家電製品の購入、LED照明の購入、緑のカーテンの育成等）
【景品例】あきる野市環境学習無料優先参加券、区内共通商品券（500円分）、間伐材グッズ等

指標１
みなとエコチャレンジ参加世帯数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

ポイント対象とする環境行動、付与ポイント数を見直すとともに交換する景品の種類を精査することで、効果
的かつ効率的な運用を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区環境基本計画（基本目標５、施策16環境教育等による環境保全意識の向上）

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

1,859 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

二酸化炭素排出量の削減に向けては、家庭部門での省エネ・節電の取組が必要不可欠であり、省エネ設備機器
等の設置費助成によるハード面の支援のみならず、区民の環境に配慮した行動への転換やきっかけづくりと
いったソフト面も重要であることから、当事業については引き続き次年度以降も実施する必要があります。令
和４年度は、「MINATO節電アクション」の協力への呼びかけとともに、「みなとエコチャレンジ」の参加につ
いても区民に広く周知し、また、小学校に「みなとエコチャレンジ」のチラシを配布するなど、新規の参加者
増加への活動にも取り組みました。
さらに、再エネ100％電力への導入促進として、新規事業「「MINATO再エネ100」再エネ電力導入サポート事
業」を実施し、再エネ電力への切替えを促進するとともに、導入後は「みなとエコチャレンジ」でポイントを
貯め、高騰する電気料金へのサポートを継続していきます。
また、チャレンジの一つである、環境に優しい電力ポイントの内容をより分かりやすく伝えるため、「温室効
果ガスの排出の少ない電力を利用する」から「再エネ100％電力プランを利用する」に変更し、その他チャレ
ンジ内容や、付与ポイント数、交換する景品の種類を整理することで、効果的かつ効率的に事業を展開してい
きます。 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 100.0% 1,907 0 0 0

令和３年度 100.0% 1,958 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

二酸化炭素排出量の削減と、地球温暖化対策や省エネルギー活動を促進するなど環境問題の解決に向けて
は区民一人一人の行動変容と取組の実践が不可欠です。区民が環境にやさしい行動を実践するきっかけと
して、平成24年7月から「みなとエコチャレンジ」を開始しました。
2050年ゼロカーボンシティ実現に向け、区内の温室効果ガス削減を一層加速させる必要があり、また、電
力需給のひっ迫を回避し、安定した電力供給を確保するため、更なる取組の強化が求められます。
【区の取組】地球温暖化対策に係る助成制度の新規及び拡充事業の実施（再エネ100％電力切替等）
【国の取組】電気利用効率化促進対策事業（節電の達成度合いに応じてポイント付与）
【都の取組】家庭のゼロエミッション行動推進事業（省エネ家電の買替えでポイント付与）

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 1,859 － －

1,791 91.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

1,907 1,887

0 1,958

家庭における環境にやさしい行動の実践を支援し、二酸化炭素排出量の削減を促進することを目的とし
て、区民の環境にやさしい自発的な行動やイベントへの参加に対してポイントを付与する「みなとエコ
チャレンジ」を実施し、付与したポイント数に応じて景品と交換します。

令和２年度 1,907 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 1,958 0

　環境リサイクル支援部　地球温暖化対策担当

 １ 事業名 環境にやさしい行動推進  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 － － － 令和３年度 － － －

令和４年度 10 － － 令和４年度 5 － －

企画経営部　適正事務推進担当

 １ 事業名 事務適正化推進事業  １０ 事業費の状況

区の業務は、区と区民等との信頼関係によって成り立っており、区の不適正事務は、区民等に直接迷惑を
かけるばかりでなく、区に対する全区民の信頼失墜につながります。区民からの信頼を確保し続けるた
め、区の不適正事務について外部の知見を活用して原因分析を行い、効果的な対応策の検討や既存の確認
手順等の見直しにより、事務の適正化を推進します。

令和２年度 － － －

 ５ 事業説明文 令和３年度 － － － －

補正予算 予算現額 決算額 執行率

－ －

－ －

－ － －

区は、業務マニュアルの整備や港区内部統制制度の導入により事務の適正化に取り組む一方、「誤記載」
や「誤発送」等の不適切な事案は発生しており、これらは、手順どおりに確認作業を行ったものの、誤り
を見逃したことが主な原因です。今後は、RPAの導入などICT化を図るとともに、残る手作業の部分はこれ
まで定めた確認手順の有効性を含め、外部の知見を取り入れながらヒューマンエラーを防ぐためのより効
果的な予防策を実施する必要があります。
令和4年度からは適正事務推進担当を設置し、新たな執行体制のもと適正な事務執行に向けた取組を進め
ています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 20,327 － －

その他

令和２年度 － － － － －

令和３年度 － － － － －

令和４年度 100.0% 20,327 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

港区適正事務推進事業支援業務委託による「誤記載」や「誤発送」に関する不適正事務の原因分析や対応策の
検討等は令和４年度で終了し、次年度以降の実施は予定していないことから、当該事業については「縮小・一
部廃止」とします。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

業務委託による外部の専門的な知見を活用した現状把握と分析、これを踏まえた再発防止策や事務フローの見
直しに関する提案は今年度中に完了することから、「縮小・一部廃止」と評価します。
なお、来年度は、今回の業務委託で得られた成果物を全庁に浸透・徹底を図る段階に移ることから、不適正事
務が発生した所属を中心に、各職場に介入・指導するなど、より実践的な取組に注力してください。

地方自治法

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
誤発送発生件数

民間コンサルタント事業者等の知見を活用し、「誤掲載・誤記載」と「誤発送」に関する不適正事務につ
いて、原因分析、効果的な対応策の検討、既存の確認手順の見直しを実施
■現状把握と課題の整理（6月～7月）
・過去に発生した不適正事務の関係者へのヒアリング、ヒアリングに基づく原因分析と課題整理
・民間における同様の不適正事務の事例と対策事例の収集
■対応策の検討（8月～9月）
・原因分析結果に基づく対応策の検討、既存の確認手順等の見直し
■不適正事務の発生予防につながる職員向けワークショップの実施（10月以降）
■新たに発生した不適正事務の原因分析や再発防止策に対する助言（12月、3月）

指標１
誤記載・誤掲載発生件数

 ３ 政策名 （26）⾏政資源を効果的・効率的に活⽤し、先駆的な施策を推進する

 ４ 施策名 ２　基礎自治体として自主・自立した行財政運営の確立 －

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 224 229 102.2% 令和２年度 50 34 68.0%

令和３年度 230 247 107.4% 令和３年度 50 33 66.0%

令和４年度 255 － － 令和４年度 50 － －

企画経営部　全国連携推進担当

 １ 事業名 全国連携の推進  １０ 事業費の状況

区のあらゆる分野において互いが持つ地域資源や魅力を生かし、「全国各地域との連携の力」で相互課題
の解決を目指す全国連携の取組を推進し、全国連携マルシェin芝浦の定期開催、全国連携情報誌の定期発
行などによる情報発信の充実に加え、民間との協働による事業を展開します。

令和２年度 7,722 -51 -1,442

 ５ 事業説明文 令和３年度 6,167 2,494 6,595 76.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

6,229 3,373

0 8,661

－ － －

区民や商店街等の地域団体に加え、各総合支所が中心となり、全国各地の様々な自治体と交流・連携を深
めてきた中、平成28（2016）年4月に全国連携の専管組織を設置しました。平成31年３月に「全国連携事
業を拡充させるための今後の方向性について」を定め、令和元年度からは「ヒトとヒトの人的交流」を積
極的に進めています。令和３年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響下においても、区民が全
国各地の魅力に触れられる機会を提供するため、オンラインイベントを実施する等、新しい生活様式を踏
まえた民間との協働による新たな取組を推進しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 3,455 － －

その他

令和２年度 74.1% 5,722 0 0 2,000

令和３年度 67.6% 4,167 0 0 2,000

令和４年度 78.3% 2,705 0 0 750

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

全国連携の取組の一つである地域活性化センターとの連携について、従来の当センター主催の地方創生セミ
ナーへの参加から、全国連携に関する共同研究へ見直しを図ることで、事業に係る経費を削減します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

地域活性化センター主催セミナーや地方創生実践塾の共催を実施したことの効果測定は困難であり、地域活性
化センターとの連携の在り方を見直す必要があることから、当該取組の廃止による、「縮小・一部廃止」と評
価します。
なお、来年度以降は、地域活性化センターとの共同研究のほか、同センターを介した全国自治体職員との連
携・交流の深化などより広範な取組を検討してください。

「港区基本計画」政策(26)施策６

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
連携自治体との連携事業数

・「全国連携マルシェin芝浦」の開催（12回/年）※令和３年度は感染症の影響を受け、年間10回の開催
・港区ECサイト「全国連携MINATOマーケット」の開設（令和３年３月末）、オンラインイベント「MINATO
マーケットTV」の実施（参加自治体：山形県置賜地域、群馬県沼田市、東京都新島村、岡山県井原市）
・全国連携情報誌「港から」の発行（２回/年）
・地域活性化センター開催のセミナーへの参加及び「地方創生実践塾」の共同開催（令和３年12月）
・札の辻スクエア３階に「全国と港区をつなぐコーナー」開設（令和４年４月）

指標１
全国連携の取組に参画した自治体数

 ３ 政策名 （26）行政資源を効果的・効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

 ４ 施策名 ６　全国各地域とともに成長・発展することによる共存・共栄の推進 54.1%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 2,934 3,198 109.0% 令和２年度 267 322 120.6%

令和３年度 2,968 3,401 114.6% 令和３年度 322 322 100.0%

令和４年度 3,350 － － 令和４年度 311 － －

 １ 事業名 広報「みなと」  １０ 事業費の状況

所管課

区の施策や事業の紹介、催し物や募集記事の紹介を広報みなとの紙面と、港区ホームページ上で情報提供
します。また、港区ホームページを閲覧できない区民等に対し、緊急「広報みなと」かわら版を発行する
ことにより、災害時や緊急時における区の情報を、広く速やかに伝達します。

令和２年度 142,309 3,891 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 131,178 0 121,849 95.2%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

146,200 132,374

-3,179 127,999

－ － －

昭和22年10月11日「港区政ニュース」という名で発行開始しました。
当時は「明るい港区を建設する為の一つの方法として」発行しており、区政の主な事柄や区議会に関する
情報を掲載していました。紙面の名称は「広報みなと」に変わり、掲載する情報も区政情報全般となっ
て、現在に至ります。
令和3年9月に実施した港区民の区政情報取得に関する動向調査結果によると、区政情報を取得する媒体・
手段については、「港区ホームページ」が63.8 ％と最も多く、次いで「広報みなと」が43.4 ％となって
います。また、年代が上がるにつれて「広報みなと」で取得する割合が高くなっており、70 歳代以上の
年代では最も多くなっています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 117,254 － －

その他

令和２年度 100.0% 142,309 0 0 0

令和３年度 100.0% 131,178 0 0 0

令和４年度 100.0% 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和３年９月に実施した港区民の区政情報取得に関する動向調査結果によると、高齢者など紙媒体の「広報み
なと」のニーズが一定程度ある一方、スマートフォンの普及に伴い、ホームページやLINE・Twitterなど、よ
りタイムリーに情報を取得することができるツールを使う区民が増えているため、「広報みなと」の発行回
数、ページ構成を見直ししています。
令和４年度から紙面に掲載する情報量を圧縮できるよう、令和3年度末に「「広報みなと」の情報量圧縮と読
みやすい記事の作成について」(通知)を発出しました。定期号を制作するにあたっては、編集会議・所管課へ
の取材・リライト・校正の各段階で常に掲載する情報量の圧縮を意識し、８・10・12ページ構成のうち、８
ページ構成の号を増やすことに加え、読みやすい紙面にすることに努めています。
令和５年度は、対象や内容に応じて適切なツールでの情報発信ができるよう「広報みなと」掲載ルールを明確
に設け、原則8ページ構成とします。また、例年記事が少ない１・８月は月２回発行とし、月の発行回数を変
更することを事前に丁寧に周知した上で、SNS等での発信にもこれまで以上に注力します。引き続き、紙媒体
によって情報を入手している区民ニーズに答え情報提供媒体の1つとして、より見やすく・わかりやすい紙面
作りに努め、情報発信していきます。

117,254 0 0

 ８ 事業実績・指標

指標２
区有施設以外の配布箇所

対象者：区内在住・在勤・在学者、事業者、来街者　等
発行日：毎月１・11・21日
　　　　（８ページ・10ページ・12ページのいずれかで構成※１月１日号のみ４ページ）
　　　　令和３年度実績（４ページ：１回、８ページ：13回、10ページ：10回、12ページ：12回）
発行回数：定期号36回、特集号５回(予定)
１回あたりの発行部数：定期号79,000部、特集号161,000部
通常号内訳：折り込み58,850部、駅置き5,050部、区役所内部・他自治体・関連団体等11,750部、自宅配
送約3,350部
○緊急「広報みなと」かわら版16回（令和3年度発行実績)

指標１
自宅配送部数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

昨年度に実施した「港区民の区政情報取得に関する動向調査」の分析結果を踏まえるとともに、多様な広報媒
体の機能や特徴に応じて、より効果的、効率的な運用をするため、広報みなとの発行回数やページ数を精査す
ることから、本事業については、「縮小・一部廃止」と評価します。
なお、今後、紙媒体の特徴を生かし、読み手にとってより魅力に富み、有意義な情報発信となるよう編集方針
や紙面構成を検討するとともに、デジタルデバイド対策にも配慮した広報事業の再構築に取り組んでくださ
い。

港区基本計画（Ⅳ実現をめざして-政策24-施策3-①多様な媒体を活用した積極的な情報発信）

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ３　多様な暮らしを支える区政情報の発信 90.5%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 企画経営部　区長室
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 200 189 94.5% 令和２年度 － － －

令和３年度 200 196 98.0% 令和３年度 20 14.9 74.5%

令和４年度 200 － － 令和４年度 － － －

企画経営部　区長室

 １ 事業名 英字広報紙  １０ 事業費の状況

毎月1回、英字広報紙「Minato Monthly」を発行し、区政や地域の情報を発信します。

令和２年度 12,248 -713 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 10,349 101 10,393 99.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

11,535 10,886

0 10,450

－ － －

多くの外国人が居住するとともに、86か国（令和4年4月1日時点）の大使館が所在する港区では、多言語
による情報の発信は必要不可欠であり、ミナトマンスリーは、英語使用者に対して、正確な区政情報を定
期的に届けることができる貴重な情報提供手段として、昭和62年度から発行しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 10,232 － －

その他

令和２年度 100.0% 12,248 0 0 0

令和３年度 100.0% 10,349 0 0 0

令和４年度 100.0% 10,232 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　令和3年9月に実施した「港区民の区政情報取得に関する動向調査」によると、外国人の港区の発信する情報
やお知らせを受け取るために、希望する媒体・手段の調査結果は、「港区ホームページ」が66.7％と最も多
く、次いで「港区公式SNS」が31.2％となっており、英語版広報紙（ミナトマンスリー）を希望する人は
14.9％となっています。
　新聞折込数が減少する一方で、スマートフォン等の普及に伴い、多くの外国人にデジタル媒体での情報発信
が求められており、日本人と外国人との情報格差を解消するため、令和4年4月からは、区ホームページが利用
者のスマートフォン等の利用機器の言語設定に合わせて、AI翻訳での多言語（108言語）表示を実現し、区民
サービスの向上を図っています。
　今後は、アンケート調査などによる外国人のニーズを丁寧に把握しながら、紙での発行の必要性を含めた英
語版広報紙の発行のあり方や必要な情報を迅速に届けるＳＮＳでの情報発信の充実などについて検討するとと
もに、デジタル化に伴う業務の効率化を図ることにより、令和７年度から紙媒体からデジタル化への移行や業
務委託も視野に入れた検討を進めていきます。 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

昨年度に実施した「港区民の区政情報取得に関する動向調査」の分析結果を踏まえるとともに、多様な広報媒
体の機能や特徴に応じて、より効果的、効率的な運用を検討する必要があることから、「縮小・一部廃止」と
評価します。
なお、外国人向けの情報発信は、多言語対応したホームページや即時性を備えたＳＮＳが運用され、外国人住
民に広く浸透しており、国際化・文化芸術担当が実施している外国人及び外国人コミュニティへの情報発信の
取組との連携・整理統合も視野に入れた抜本的な見直しが必要です。区における自治体DXの進展も踏まえ、紙
媒体による発信の目的や紙面構成、発行頻度など運用方法を多角的に分析し、その効果や必要性、廃止した場
合の代替性を考慮して検討を進めてください。港区基本計画（Ⅳ実現をめざして-政策24-施策3-①多様な媒体を活用した積極的な情報発信）

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
港区民の区政情報取得に関する動向調査（希望する媒体：％）

・毎月1日発行
・定期号　年間12回
・一回あたり9,500部発行（うち新聞折込みは3,400部）※10月号は１面に区民まつりの会場案内図を掲載
し、区民まつり会場で配布を行うため、通常よりも1,000部多い10,500部
・自宅配送希望者（※）のほか、区内全大使館、インターナショナルスクール（西町・東京）に送付。
・駅置き　33か所　他店舗・新聞社・郵便局・マンション等置き　68か所

指標１
区内在住外国人への自宅配送件数（年度末時点）

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ３　多様な暮らしを支える区政情報の発信 94.4%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 19 19 100.0% 令和２年度 7 7 100.0%

令和３年度 18 18 100.0% 令和３年度 6 6 100.0%

令和４年度 18 － － 令和４年度 6 － －

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ３　多様な暮らしを支える区政情報の発信 100.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
希望者への配布人数（区民）

対象：1～4級の視覚障害者で、点字広報みなとの購読を希望する区民
発行回数：定期号36回（毎月3回（1・11・21日発行））、特集号5回（令和４年度予定）
発行頁数：1号につき110～160ページ程度
利用者負担：なし

指標１
発行部数（区民＋区有施設）  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

点字広報紙事業は、広報みなと事業の見直しと連動するものであることから、広報みなと事業と同様の理由
で、「縮小・一部廃止」と評価します。

・障害者差別解消法　・港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関す
る条例

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

2,096 6,289 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

点字広報紙を通して多くの区政情報を提供することにより、視覚障害のある区民の積極的な区政参画、社会参
加の一助にもつながると考えられます。
平成28年4月の障害者差別解消法の施行や、令和元年10月の港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意
思疎通手段の利用の促進に関する条例の制定に伴い、区は今後、一層、情報のバリアフリーを推進していくこ
とから、点字広報紙も活用し、引き続き視覚障害者に情報提供していきます。
視覚障害者が情報を得る手段を複数の中から選択できるよう、希望者がいる限り、「点字広報」と「声の広
報」を併用して情報提供に努めます。

令和5年度は、「広報みなと」の原則8ページ構成(記事量に応じて4ページ構成も制作)や、例年記事が少ない
1・8月の月2回発行の取り組みの影響を受け、「点字広報紙」のページ数及び発行部数を削減する事で事業の
スクラップを図ります。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 25.1% 2,204 6,575 0 0

令和３年度 21.9% 1,901 6,763 0 0

令和４年度 25.0%

－ － －

視覚障害のある区民に多くの区政情報を提供し、区政への理解と積極的な社会参加を促進するため、昭和
56年から配布を開始しました。
平成27年度に閲覧場所を見直し、経費抑制を図りました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 8,385 － －

7,417 85.6%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

8,801 8,800

0 8,664

視覚障害のある区民に多くの区政情報を提供し、区政への理解と積極的な社会参加を促進するため、「広
報みなと」のほぼ全文（表など点字にすることができないもののみ除く）を点字にした「点字版広報みな
と」を発行し、希望する区民に郵送します。

令和２年度 8,779 22 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 8,664 0

企画経営部　区長室

 １ 事業名 点字広報紙  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 4 4 100.0% 令和２年度 10 10 100.0%

令和３年度 4 4 100.0% 令和３年度 10 10 100.0%

令和４年度 4 － － 令和４年度 10 － －

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ３　多様な暮らしを支える区政情報の発信 97.4%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
希望者への配布人数（区民・デイジー版）

「広報みなと」のほぼ全文を録音した「声の広報みなと」を発行し、希望する区民に郵送（郵送料は免
除）しています。
　
発行回数：定期号　36回（毎月3回（1・11・21日発行））
　　　　　特集号　5回
発行内容：1号につき　テープ2本またはデイジーＣＤ1枚を送付

指標１
希望者への配布人数（区民・テープ版）  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

声の広報事業は、広報みなと事業の見直しと連動するものであることから、広報みなと事業と同様の理由で、
「縮小・一部廃止」と評価します。

・障害者差別解消法　・港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関す
る条例

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

856 2,565 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

声の広報を通して多くの区政情報を提供することにより、視覚障害のある区民の積極的な区政参画、社会参加
の一助にもつながると考えられます。
平成28年4月の障害者差別解消法の施行や、令和元年10月の港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意
思疎通手段の利用の促進に関する条例の制定に伴い、区は今後、一層、情報のバリアフリーを推進していくこ
とから、点字広報紙も活用し、引き続き視覚障害者に情報提供していきます。
視覚障害者が情報を得る手段を複数の中から選択できるよう、希望者がいる限り、「点字広報」と「声の広
報」を併用して情報提供に努めます。

令和5年度は、「広報みなと」の発行回数の見直し（1・8月を月2回発行）と連動し、「声の広報」テープ及び
デイジー版(CD)の制作数を削減する事で事業のスクラップを図ります。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 25.0% 898 2,694 0 0

令和３年度 23.0% 811 2,721 0 0

令和４年度 25.0%

－ － －

視覚障害があり、点字広報の利用が困難な区民に対し、多くの情報を提供し、区政への理解と積極的な社
会参加を促進するため、平成4年に開始しました。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 3,421 － －

3,489 98.8%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

3,592 3,497

0 3,532

1級～4級の視覚障害者で希望する区民に「広報みなと」のほぼ全文を録音テープにした「声の広報みな
と」を発行します。

令和２年度 3,592 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 3,532 0

企画経営部　区長室

 １ 事業名 声の広報  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 25 25 100.0% 令和２年度 － － －

令和３年度 25 0 0.0% 令和３年度 － － －

令和４年度 0 － － 令和４年度 － － －

 ３ 政策名 （26）行政資源を効率的に活用し、先駆的な施策を推進する

 ４ 施策名 ４　区有地・区有施設の総合的な管理運営の推進 98.7%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
－

区有施設の定期点検、設計・維持管理・保全計画等のためのデータベースの維持管理をするものです。建
設発生土情報交換システムは、主に新築工事で発生する土の量を前年度にシステムに入力することによ
り、建設発生土の利用の情報交換を行う仕組みです。区有施設の建築や改修等で使用しています。

指標１
建設発生土情報交換システム利用者数  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

建設発生土情報交換システムの使用については、昨年度から使用実績がないため、「縮小・一部廃止」と評価
します。
建設副産物の適正処理を確実に実施するため、引き続き、積極的に関係機関との連携、情報収集に努めてくだ
さい。

基本計画政策（26）施策4

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

232,431 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

事業の内容を見直すことで、経費の一部を削減します。
建設発生土情報交換システムは、主に新築工事で発生する土の量を前年度にシステムに入力することにより、
建設発生土の利用の情報交換を行うシステムです。区は設計段階から民間の建設土の受入地等へ搬出する積算
をし、施工時に当該受入地へ搬出していますが、区の建設土搬出までの事務処理上、建設発生土情報交換シス
テムの使用は必須ではなく、令和３年度から使用実績がないため、当該システムの使用を終了します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 100.0% 170,217 0 0 0

令和３年度 100.0% 157,481 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

区有施設の計画的な修繕を行う予防保全の観点から、維持管理に関する計画「港区区有施設保全計画」を
策定し、将来を見越した適切な維持管理を行っています。施設の定期点検の結果や財政状況を踏まえなが
ら、区有施設における利用者事故根絶を目指して、区の重点施策である安全確保の取り組みを積極的に進
めています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 232,431 － －

155,317 98.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

170,217 167,939

0 157,350

施設の適切な維持管理を行うため、定期的に保守点検を行い、安心安全な管理運営の推進とともに、過去
の工事履歴や設備の標準的な耐用年数等に基づき、長期的な視点で計画的な維持管理を行い、施設に書か
かる将来経費の削減に努める展開も推進しています。

令和２年度 170,217 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 157,481 -131

企画経営部　施設課

 １ 事業名 施設保全業務  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 － － － 令和２年度 － － －

令和３年度 － － － 令和３年度 － － －

令和４年度 4,300 126 2.93% 令和４年度 － － －

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ２　便利な区民生活を実現する情報化の推進 98.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課

指標２
－

代表的な内部情報系システム
財務会計システム…予算編成・管理・執行、決算、備品管理、契約管理等を行うシステム
統合コミュニケーションツール…メール、スケジュール、ウェブ会議、チームコミュニケーション、個人
用ファイル保管庫の機能を統合したツール
統合型GIS…デジタル化した地図上に情報を登録し表示、管理するシステム
総合行政ネットワーク…公的個人認証サービス、個人番号事務、電子申請・電子調達システム、証明書コ
ンビニ交付等の通信で利用する行政専用ネットワーク
施設予約システム…区民センター等の文化施設やスポーツセンター等のスポーツ施設を区民が予約するた
めのシステム

指標１
GroupLook利用者数（一か月当たり）  １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区のメールシステム導入から２年経過し、職員が業務で使用するスケジュール管理ツールとして定着してお
り、緩和措置として臨時的に導入したGroupLookは利用を終了することが妥当と判断されるため、「縮小・一
部廃止」と評価します。

港区情報化推進計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

222,856 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

庁内のスケジュール管理ツールについて、令和２年８月に、旧グループウェアからOutlookに移行した際に、
スケジュールの見た目や操作方法が大きく変わったことや稼働に遅延が生じたことから、その対策として、
Outlookと連携しスケジュールが管理できるツールで、旧グループウェアの見た目・操作感に近い
「GroupLook」を導入しました。
Outlook導入から２年経過し、Outlook利用者は約1,900名（令和４年７月現在）に対し、GroupLook利用者数
126名（令和４年４月現在）と少ない状況です。
GroupLookの導入は臨時的な措置であること、Outlookの利用が庁内、庁外とも定着し安定稼働していること、
スケジュールツールは１つあれば足り廃止することで運用にかかる経費の節減が可能なことから、スケジュー
ル管理ツールのGroupLookの利用を終了し、本事業を一部廃止とします。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和２年度 100.0% 560,612 0 0 0

令和３年度 100.0% 415,952 0 0 0

令和４年度 100.0%

－ － －

内部情報系ネットワークを通じた内部事務の効率化、情報共有・活用を促進する手段として、令和２年３
月に「統合コミュニケーションツール」を導入しました。職員は、当システムの①メール・スケジュール
管理機能、②ウェブ会議機能、③グループチャット機能、④資料の共同参照・編集機能などを活用しなが
ら業務を進めています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 222,856 － －

402,204 98.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

457,868 448,763

-6,000 409,952

内部情報系システムの導入により、文書の電子化、ペーパーレス化及び情報ネットワークを通じた内部事
務の効率化、情報共有・活用を促進しています。

令和２年度 560,612 478 -103,222

 ５ 事業説明文 令和３年度 415,952 0

総務部　デジタル推進担当

 １ 事業名 内部情報系システム保守・運用  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 2,400 6,263 261.0% 令和２年度 － － －

令和３年度 2,700 16,257 602.1% 令和３年度 － － －

令和４年度 3,000 － － 令和４年度 － － －

総務部　デジタル推進担当

 １ 事業名 オープンデータの活用  １０ 事業費の状況

区⺠サービスの向上や区政の透明化、地域経済の活性化等を目的とし、区が保有する公共データの二次利

⽤を可能とし、機械判読が可能な形式で公開するオープンデータの公開を進めています。

令和２年度 12,300 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 9,920 0 9,920 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

12,300 9,920

0 9,920

－ － －

平成２８年６月から、区ホームページにおいてオープンデータの公開を開始した後、公開数の増加に伴
い、令和２年３月に区独自の港区オープンデータカタログサイト（以下「カタログサイト」といいま
す。）を開設しました。
令和４年３月現在、区の人口、新型コロナウイルス感染症の感染者数、区立・私立保育園空き状況等、約
420種類2,500ファイルを公開しています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 9,920 － －

その他

令和２年度 100.0% 12,300 0 0 0

令和３年度 100.0% 9,920 0 0 0

令和４年度 100.0% 9,920 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区民サービスの向上や区政の透明化、地域経済の活性化等のためのオープンデータの公開は、引き続き必要で
す。
事業経費である活用支援業務委託は、データを作成するための専門スキルが求められ、オープンデータ作成・
登録（CSV形式等）やカタログサイトでの公開等、作成から公開までの一連の作業は、引き続き業務委託する
必要があります。
一方、現行の業務委託内容のうち、毎月の作業計画・実施報告については、報告書類の様式を簡易化させるこ
とが可能で、経費の節減が見込めます。(月１万円程度)
よって、当事業は「縮小・一部廃止」と判断します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

カタログサイトの運営など、引き続き、積極的なオープンデータの公開、利活用の促進が必要ではあるもの
の、事業者への業務委託について、報告書類の見直しなど業務の精査によって、より効率的な運用が見込める
ことから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、港区情報化推進計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
－

本事業は、カタログサイトの維持管理を行い安定稼働を継続することに加え、公開済のオープンデータの
更新、新規データの作成、カタログサイトへの登録、活用方法の情報提供等のデータ活用を支援するもの
です。
【令和４年度の取組】
・年次、月次、週次の公開済データ更新
・世論調査データ公開
・行政資料集（200-300データ）、財務資料（50-100データ）作成

指標１
月平均ダウンロード数

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ２　便利な区民生活を実現する情報化の推進 80.7%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況

令和４年度事務事業評価Ａシート 所管課
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和２年度 7 7 100.0% 令和２年度 5 5 100.0%

令和３年度 7 7 100.0% 令和３年度 5 4 80.0%

令和４年度 7 － － 令和４年度 5 － －

総務部　情報政策課

 １ 事業名 港区情報安全対策指針運用  １０ 事業費の状況

港区情報安全対策指針の適切な運用、情報セキュリティ対策の実施により、個人情報や区の情報システム
を安全に管理します。

令和２年度 12,375 0 0

 ５ 事業説明文 令和３年度 10,175 0 10,171 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

12,375 12,375

0 10,175

－ － －

区民が安心して行政情報サービスを利用するためには、個人情報の保護や区の情報システムが安全に管理
されていることが不可欠です。そのため、区が収集・蓄積した情報を様々な脅威から守るべく、平成１５
年８月に港区情報安全対策指針を策定し、体系的、総合的かつ継続的な情報セキュリティ対策を実施して
います。
また、中立的な立場でシステムに関して専門的な助言・支援等を行う外部の港区情報システムアドバイ
ザー（以下「アドバイザー」といいます。）を導入し、情報セキュリティ対策の強化を図っています。

財源内訳（当初予算）

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和４年度 14,306 － －

その他

令和２年度 100.0% 12,375 0 0 0

令和３年度 100.0% 10,175 0 0 0

令和４年度 100.0% 14,306 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　一次評価（本事業に係る所管課の意見、見直しの理由、根拠データ等）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　本事業におけるシステムアドバイザー業務は、区の情報システムを統括的に管理する情報政策課を全体的に
支援し、情報セキュリティ対策に関するアドバイス、支援等をしています。
　情報セキュリティセミナーについては、以前はアドバイザーが講師となり、各職層や指定管理者・委託事業
者等に対して研修を実施してきましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響もあり、集合研修から
動画配信型の研修に手法を変更しました。
　令和３年度には情報セキュリティセミナーにおいて、動画作成時にアドバイザーが行っていた一部作業を職
員が行うようにし、経費の削減に努めました。
　令和４年度は、セキュリティ関連のコンテンツ作成時にコンテンツの一部を複数年利用できる形で作成し、
令和５年度以降はシステムアドバイザー業務委託のコンテンツ作成業務の一部を縮小する予定です。
　以上のとおり、アドバイザー業務については、業務委託内容を一部変更し、かつ職員が一部業務を担うこと
で、事業を一部縮小し実施していきます。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価結果

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

職員向け研修のセキュリティコンテンツ作成を一部職員が実施するなどにより、業務委託のうち、人件費など
の削減につながることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区情報化計画、港区情報安全対策指針

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
セキュリティ監査対象システム数

行政サービスの情報化の推進に当たって、個人情報の保護を最優先とした適切な安全管理を確保し、区が
収集・蓄積した情報を様々な脅威から守るために、情報セキュリティ対策を実施します。
アドバイザーによる集合研修の実施やeラーニングシステムを利用した全職員向けセキュリティ研修を実
施し、職員のセキュリティ意識の向上を図ります。
また、情報セキュリティ監査により区の各システムや指定管理者のセキュリティ対策の調査・助言を行う
ほか、国の情報セキュリティポリシーガイドライン等を踏まえ、最新のICT動向やセキュリティ対策に関
する課題の整理等を行います。
【主な取組内容】情報セキュリティセミナー、eラーニング、情報セキュリティ監査

指標１
情報セキュリティセミナー実施回数

 ３ 政策名 （24）先端技術の活用により利便性の高い区民生活を実現する

 ４ 施策名 ２　便利な区民生活を実現する情報化の推進 100.0%

年度 当初予算額 流用

 ２ 基本政策 実現をめざして 予算状況の内訳 決算状況
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